
交付申請の手引き 

《申請者は特に以下の点に留意して申請を行ってください》 

●申請に関しては、一般社団法人 環境共創イニシアチブ（以下「ＳＩＩ」という） 
ホームページに掲載されている「公募要領」及び「よくある質問」をご確認ください。 

●提出書類を全て揃えた上で申請書を提出してください。 

●申請書類一式の写し（コピー）を保管してください。 
 
※平成２９年度 ネット・ゼロ・エネルギー・ビル（ＺＥＢ）実証事業申請者がＳＩＩに提出する書類

は、いかなる理由があってもその内容に虚偽の記述を行ってはいけません。 

170330 
1330時点 

画像差替え 

平成２９年度 
ネット・ゼロ・エネルギー・ビル（ＺＥＢ）実証事業 
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［１］はじめに 

２０１５年１２月に公表された「ＺＥＢロードマップ検討委員会 とりまとめ」（経済産業省 資源エネルギー庁）により、ＺＥＢに
ついて以下の定義が示されました。 

 

【ＺＥＢとは（定性的な定義）】 

 

 

 

 

 

 

【ＺＥＢの判断基準（定量的な定義）】 

 

 

 

 

 

 

 

詳しくは公募要領Ｐ．４～６をご覧ください。 

１．ＺＥＢとは 

Ｎｅａｒｌｙ ＺＥＢ 

ＺＥＢ Ｒｅａｄｙ 

『ＺＥＢ』 年間の一次エネルギー消費量が正味ゼロまたはマイナスの建築物 

『ＺＥＢ』 に限りなく近い建築物として、ＺＥＢ Ｒｅａｄｙの要件を満たしつつ、再生可能エネルギーに
より年間の一次エネルギー消費量をゼロに近付けた建築物 

『ＺＥＢ』 を見据えた先進建築物として、外皮の高断熱化及び高効率な省エネルギー設備を備え
た建築物 

名称 
基準値からの削減率 

創エネ除く 創エネ含む 

『ＺＥＢ』 

５０％以上 

かつ 

１００％以上 

Ｎｅａｒｌｙ ＺＥＢ ７５％～１００％未満 

ＺＥＢ Ｒｅａｄｙ ５０％～７５％未満 

※創エネ（再生可能エネルギーによる発電）は自家消費分及び 
   余剰売電分に限る（設置場所は敷地内）。 
※計算方法は、「建築物エネルギー消費性能基準等を定める 
   省令（平成２８年経済産業省・国土交通省令第１号）または 
   これと同等の方法による計算で「その他負荷」を除き設計時 
   で評価します。 

２．補助対象（概要） 

【補助対象事業者】 

建築主等（所有者）、ＥＳＣＯ（シェアード・セービングス）事業者、リース事業者等 
※ＥＳＣＯ事業者及びリース事業者等が申請する場合は、建築主等との共同申請とする。 
詳しくは公募要領Ｐ．７、 Ｐ．１４、 Ｐ．１９をご覧ください。 

【補助対象範囲】 

ＺＥＢ実現に寄与する高性能建材、空調、換気、照明、給湯、ＢＥＭＳ装置等で構成するシステム・機器、 
ならびにこれに関する実施設計費等 
詳しくは公募要領Ｐ．１７をご覧ください。 

【補助対象建築物】 

新築、既築、増築及び改築の延床面積２，０００ｍ２以上の採択一覧表（公募要領Ｐ．１５）で示す建築物 

詳しくは公募要領Ｐ．１５～１６をご覧ください。 

数字、記号等を全角にしています。 

ページは位置のみ変更しました。 
（６ページまで） 

04091810 
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３．交付要件（抜粋） 

４．補助対象経費 

５．補助率及び補助金額の上限 

 ＺＥＢ設計ガイドラインを作成のため、補助対象建築物のＺＥＢに資する設計情報を開示することについて承諾している
こと。（公募要領Ｐ．２８ ３－１５参照） 

 建物全体の一次エネルギー消費量を５０％以上削減できること。ただしその他の一次エネルギー消費量及び再生可
能エネルギーを利用した発電量は考慮しない。 

 外皮性能は用途及び地域に応じたＰＡＬ*の基準を満足すること。（公募要領Ｐ．３７参照） 
外皮性能計算は建築物エネルギー消費性能基準等による計算とする。ＢＥＭＳ装置を導入すること。 

 エネルギー区分ごとに計測・計量・データを収集・分析・評価できること。 

 建築物省エネ法第７条に基づく第三者評価機関による『ＺＥＢ』、Ｎｅａｒｌｙ ＺＥＢ、ＺＥＢ Ｒｅａｄｙのいずれかの省エネル
ギー性能評価の認証を、原則として事業完了までに受けること。           など。 

上記は交付要件の一部です。詳しくは公募要領Ｐ．７～８をご覧ください。 

補助事業に必要なＺＥＢに資する下記の費用 

• 設計費 ： 実施設計費用、第三者評価機関による認証取得費用 

• 設備費 ： 高性能建材や空調、換気、照明、給湯等の機器及びＢＥＭＳ装置、蓄電システム、トランス等の設備費用 

• 工事費 ： 補助対象機器設備の導入に不可欠な工事費用 

 

詳しくは公募要領Ｐ．１６～１８をご覧ください。 

補助率   ： 補助対象経費の２／３以内 
      ※補助金額は補助対象経費区分ごとに、小数点以下（１円未満）を切り捨てとする。 

補助金額の上限 ： ５億円／年 
      ※複数年度事業について事業全体の上限は１０億円 

６．公募の期間 

公募期間 ： ２０１７年４月１０日（月）～２０１７年５月２６日（金）１７：００必着 
事業期間 ： 交付決定日（２０１７年６月下旬）～２０１８年１月３１日（水）まで 
 
なお、本公募において公募予算に達しなかった際には、本公募終了後に以下のスケジュールで追加公募を行う場合 
があります。 
 
● ２次公募（予定） 

公募期間： ２０１７年５月下旬～２０１７年６月下旬 
事業期間： 交付決定日（２０１７年８月上旬）～２０１８年１月３１日（水）まで 

 
●  ３次公募（予定） 

公募期間： ２０１７年６月下旬～２０１７年７月下旬 
事業期間： 交付決定日（２０１７年９月上旬）～２０１８年１月３１日（水）まで 

04091810 
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5  

このページは、年表記（西暦・和
暦）のみ修正しています。 
他は修正していません。 

公募要領の 
確認 

 公募要領の内容をよく確認する。 
※ 本手引書を参照してください。 

様式 
ダウンロード 

 ＳＩＩホームページ内の「公募について」ページより、申請に必要な様式をダウンロード
する。 

交付申請書作成及び 
添付書類作成 

 申請様式に必要な情報を入力し、出力する。（本手引書Ｐ．９～２９参照） 

 必要箇所に「登録印」（個人の場合は印鑑登録済印）を押印する。 

 添付書類を作成する。（本手引書Ｐ．３０参照） 

 入力した申請様式のデータをＣＤ－ＲＯＭへ保存し、申請書に添付する。 

申請書類ファイルを 
作成 

 本手引書Ｐ．３１「２．ファイリング方法」、本手引書Ｐ．６～８の「インデックス名」を
参考に、ファイル及びインデックスを作成する。 

 必要書類全てを、申請書類ファイルに綴じる。 

 ファイルは２部作成し、それぞれ「正」「副」とする。 

申請書類を送付 
 ２部作成したうち「正」の申請書類ファイルを公募期間内にＳＩＩへ送付し、「副」は申

請者の手元に保管する。 

＜申請書作成の流れ＞ 

７．事業期間 

原則単年度事業とする。 （下記の事業期間内に事業を完了できること） 

事業期間 ： 交付決定日（２０１７年６月下旬）～２０１８年１月３１日（水）まで 

 

ただし、補助事業の工程上、単年度では事業完了が不可能な場合に限り、複数年度事業を認める。 
複数年度事業の事業期間は、最長３年度とする。 

※複数年度事業については「補足 複数年度事業について」（公募要領Ｐ．１１)をご覧ください。 

04091810 
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［２］提出書類一覧 

 交付申請には、以下の書類が必要となります。指定の様式は、ＳＩＩのＨＰ内の「公募について」ページより、様式データをダ
ウンロードしてください。各書類の情報は必ず黒文字で入力してください。 

 各書類を入力後、内容を確認して、片面印刷してください。カラー出力の指定のある書類は必ずカラーで印刷してくださ
い。印刷後は文字切れやフォーマットが崩れていないか確認をして提出してください。 

No. インデックス名 様式 
必須● 
該当○ 

申請書類名 備考 

1 ①チェックシート 指定 ● 提出書類チェックシート（４枚） 
全ての書類を作成し終わった後
に、作成の抜けもれが無いか、
チェックシートを活用して確認 

2 

②交付申請書 

指定 ● 様式第１（1/2） 申請者全員の登録印を押印 

3 指定 ● 様式第１（2/2） 

4 指定 ● 
（別紙１） 
補助事業に要する経費、補助対象経費 
及び補助金の額並びに区分ごとの配分 

5 指定 ● 
（別紙２）  
役員名簿 

共同申請の場合は、 
全申請者分提出 

6 指定 ● 
（別紙３）  
交付要件等同意書 

申請者全員の登録印を押印 

7 指定 ○ 
（区分所有に係わる書類等） 
建物所有者の委任状 

区分所有者及び議決権の各4分
の3以上の賛成 
登録印を押印 

8 
自由 
書式 

○ 
（区分所有に係わる書類等） 
管理規約・集会の決議議事録等 

区分所有建物で管理者もしくは
管理組合法人で申請する場合
は提出 

9 指定 ○ 
（区分所有に係わる書類等） 
設備設置承諾書 

建物所有者全員の登録印を 
押印 

交付様式  
申請書類リスト 転載 

6  
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No. インデックス名 様式 
必須● 
該当○ 

申請書類名 備考 

10 

③実施計画書 

指定 ● １．申請者の詳細 

11 指定 ● ２．システム提案概要（１） A3カラーで出力 

12 指定 ● ２．システム提案概要（２） A3カラーで出力 

13 指定 ● ３．事業実施工程 

14 指定 ● ４．資金調達計画 

15 指定 ● 
５．事業予定 
６．補助事業実施体制 

16 指定 ● ７．概略予算書（まとめ） 

17 指定 ● 
７．概略予算書（全体）（１年目） 
（２年目）（３年目） （集計）/（内訳） 

単年度事業者は（全体）のみ 
複数年度事業者は（全体） 
及び、申請年数に応じ 
（1年目）（２年目）（３年目）を作成 
Ａ４カラーで出力 

18 
自由 
書式 

● 参考見積書 

19 指定 ● （別添１） システム概念図 Ａ４カラーで出力 

20 指定 ● （別添２） エネルギー計量計画図 Ａ４カラーで出力 

21 ④会社案内 
自由 
書式 

● 会社概要書 
共同申請の場合は、 
全申請者分提出 
 

株式会社○○○○ 
ＺＥＢプランナー申請書 

公募要領 p.32 
完成後 転載 

7  
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株式会社○○○○ 
ＺＥＢプランナー申請書 

公募要領 p.32 
完成後 転載 
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No. インデックス名 様式 
必須● 
該当○ 

申請書類名 備考 

２２ ⑤事業者登記簿 原本 ● 
商業登記簿謄本 
(履歴事項全部証明書) 

共同申請の場合は、 
全申請者分提出 
 

２３ ⑥事業実績 写し ● 
事業実績 
（財務諸表・決算短信等） 

共同申請の場合は、 
全申請者分提出 
 

２４ 

⑦建物登記簿等 

原本 ● 建物登記簿謄本 

２５ 写し ○ 確認済証の写し 
新築で建物登記簿謄本が 
提出できない場合に提出 

２６ 

⑧土地登記簿等 

原本 ● 土地登記簿謄本 

２７ 写し ○ 土地賃貸契約書 土地が賃貸の場合は提出 

２８ 
⑨ＥＳＣＯ契約書 

自由 
書式 

○ 
ＥＳＣＯ契約書（案） 

ＥＳＣＯ利用で申請する場合は 
提出 

２９ ＥＳＣＯ料計算書 

３０ 
⑩リース契約書 

自由 
書式 

○ 
リース契約書（案） 

リース等利用で申請する場合は
提出 

３１ リース料計算書 

３２ 
⑪割賦契約書 

自由 
書式 

○ 
割賦契約書（案） 

割賦利用で申請する場合は 
提出 

３３ 割賦料計算書 

３４ ⑫建物図面 
自由 
書式 

 
● 

建物案内図 
建物配置図 
建物概要 
建物平面図・各階平面図 
建物立面図 
断面図または矩計図 

３５ ⑬設計図 
（機器表/系統図/平
面図/カタログ等）各
設備毎に整理する 
 

自由 
書式 

 

● 
外皮/空調/換気/照明/給湯/太陽光発
電/コージェネレーション/BEMS/その他 

設備工事ごとに編集しカラー印
刷 
（例）空調設備・機器表・系統
図・平面図 
（例）照明設備・機器表・平面図 

３６ ○ その他機器表 

３７ 
⑭Ｗｅｂ計算入力
シート 
 

指定 ● 様式0～様式8 

３８ ⑮Ｗｅｂ計算結果 指定 ● 計算結果 

３９ ⑯その他 
自由 
書式 

○ 
その他申請に必要な書類がある
場合 

４０ ⑰ＣＤ－ＲＯＭ 
- ● 本様式（エクセル） H29ZEB_エクセル様式.xlsx 

- ● Ｗｅｂ計算入力シート 

原 

原 

写 

写 

原 

写 



［３］１．申請書類の記入例 

１． 「 提出書類チェックシート（４枚）」 

      枠は必ず入力していることを確認して
ください。 

隙間用 

4/4 16:30時点 
画像差替え 
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申請者

確認

✔

✔

✔

✔

✔

✔

　　●=エクセル

チェック項目 様式
必須/
該当

内　　　　　　　　容
申請者

確認

● 必須 申請者によるチェック済のものをファイリングしていますか ✔

申請日 公募期間内の日付を記入していますか ✔

申請者 自動反映されている情報に誤りはありませんか ✔

自動反映されている情報に誤りはありませんか ✔

番地表記、漢数字・算用数字、その他「商業登記簿謄本」と一致していますか ✔

自動反映されている情報に誤りはありませんか ✔

商業登記簿謄本に記載の商号・名称と一致していますか
㈱等、略表示はしない ✔

自動反映されている情報に誤りはありませんか ✔

商業登記簿謄本に記載の代表者名、役職と一致していますか ✔

押印 申請者全員の押印（登録印）がされていますか ✔

必須
建物名称等を付けるなど、概ね25字以内の分かりやすく申請を特定できる名称にして
いますか(仮称等の表現は不可) ✔

該当 ＥＳＣＯ事業の場合は、ＥＳＣＯの文字を入れていますか

補助事業の目的 補助事業の目的は記入していますか ✔

補助金交付申請額（当年度分） 自動反映されている情報に誤りはありませんか ✔

完了予定年月日
（自動反映）
単年度事業は平成30年1月31日以前の日付となっていますか
複数年度事業は平成30年2月28日以前の日付となっていますか

✔

(複数年度の場合)
最終事業完了予定日

該当
（自動反映）
2年度事業は平成31年1月31日以前の日付となっていますか
3年度事業は平成32年1月31日以前の日付となっていますか

（別紙1）補助対象
経費の配分

補助事業に要する経費
補助対象経費

● 必須 自動反映されている情報に誤りはありませんか ✔

（別紙2）役員名簿 役員名簿 ● 必須 添付の商業登記簿謄本に記載の役員名簿と整合がとれていますか ✔

同意欄 ✓が全て記入されていますか ✔

申請者 自動反映されている情報に誤りはありませんか ✔

押印 申請者全員の押印（登録印）がされていますか ✔

委任者
建物登記簿謄本に記載の区分所有者(建物所有者)および議決権の各4分の3以上の
賛成がとれていますか

受任者 「交付申請書」に明記されている者が受任者として記載されていますか

自由
本補助金の交付申請について、管理規約に基づいた集会の決議がされ、承認されて
いることが確認できる議事緑や管理規約等が添付されていますか

建物所有者 建物登記簿謄本に記載の建物所有者全員の承諾がとれていますか

設置される設備の概要 設置される設備の概要(別紙可)を明記していますか

処分制限を受ける期間
処分制限を受ける期間(設備の法定耐用年数)は、導入する設備の法定耐用年数が一
番長いものに合わせて記入していますか

設備設置承諾書 ● 該当

建物所有者の委任状 ●

該当

管理規約・集会の決議議事録等

申請者住所

申請者名称

代表者氏名・役職名

様式第１（２／２）

補助事業の名称

●
必須

書類名

①提出書類チェックシート（４／４）

②
交
付
申
請
書

様式第１（１／２） ● 必須

（別紙3）交付要件等同
意書

● 必須

提出書類チェックシート

提出ファイル形式、書式

正本（正）・副本（副）2冊を作成し、（正）に原本、（副）にコピーを綴じていますか

Ａ４(２穴・ハードタイプ)ファイル１冊にまとめていますか（紙ファイル、リングファイル、袋ファイルは不可）

ファイル表紙及び背表紙に、事業名・事業者名を明記していますか

ファイル表紙及び背表紙に、正しい補助金の名称が明記していますか

Ａ４・黒文字・片面印刷で出力(入力箇所の色もとる）を基本とし、出力方法に指定のあるものは指定に準じていますか

赤文字の書類名毎にインデックス(タイトル)を付けた中仕切りを入れていますか

1 

チェック項目 様式
必須/
該当

内　　　　　　　　容
申請者

確認

会社概要書(会社案内等)が添付されていますか ✔

共同申請の場合は申請者全員分が添付されていますか ✔

3カ月以内発行の「履歴事項全部証明書」の原本(現在事項全部証明書は不可)が添
付されていますか ✔

共同申請の場合は申請者全員分を添付していますか ✔

日付 個人の場合、3カ月以内発行の「印鑑登録証明書」の原本を添付していますか

直近3年分の財務諸表(上場企業は期末の決算短信)を添付していますか ✔

共同申請の場合は申請者全員分を添付していますか ✔

日付 写し 個人の場合、直近3年分の「確定申告書の写し」を添付していますか

発行日 原本 既存建築物の場合、発行から3カ月以内の原本を添付していますか ✔

確認済証 写し
新築の場合、「確認済証」の写しを添付していますか
登記後、建物登記簿謄本（原本）を提出すること

土地登記簿謄本 発行日 原本 必須 発行から3カ月以内の原本を添付していますか ✔

土地賃貸契約書 契約期間 写し 該当 契約期間、契約日が明記された賃貸借契約書の写しを添付していますか

借主・貸主を明記(押印不要)していますか

以下の条項や記載部分をマーカー等で色付けし明確にしていますか

削減保証量及びその削減量が達成出来なかった場合の罰則条項を記載していますか

補助金の交付を前提とした付随条項がある場合には、その内容を明記していますか

ＥＳＣＯサービス期間終了後の設備の管理責任を明確にしていますか

自由 該当
補助事業に要する経費(サービス料総額)・補助金申請額・サービス期間・ＥＳＣＯサー
ビス料・維持管理費等・固定資産税等の金額・保険・手数料等の内容について、補助
金がある場合と無い場合で比較した計算書が添付されていますか

借主・貸主を明記(押印不要)していますか

以下の条項や記載部分をマーカー等で色付けし明確にしていますか

補助金の交付を前提とした付随条項がある場合には、その内容を明記していますか

リース期間終了後の設備の管理責任を明記していますか

自由 該当
補助事業に要する経費(リース料総額)・補助金申請額・リース期間・リース料・元本・金
利・固定資産税等の金額・保険・手数料等の内容について、補助金がある場合と無い
場合で比較した計算書が添付されていますか

借主・貸主を明記(押印不要)していますか

条項をマーカー等で色付けし明確にしていますか

補助金交付を前提とした付随条項がある場合、その内容を明記していますか

割賦期間についての条項をマーカー等で色付けしていますか

割賦期間終了後の設備の管理責任を明記していますか

自由 該当
補助事業に要する経費(割賦料総額)・補助金申請額・割賦期間・割賦料・元本・金利
等の内容について、補助金がある場合と無い場合で比較した計算書が添付されていま
すか

⑧
土
地

 
登
記
簿
等

⑨
Ｅ
Ｓ
Ｃ
Ｏ
契
約
書

ＥＳＣＯ契約書　(案) 自由 該当

ＥＳＣＯ料計算書

⑩
リ
ー

ス
契
約
書

リース契約書　(案) 自由 該当

リース料計算書

⑪
割
賦
契
約
書

割賦契約書(案) 自由 該当

割賦料計算書

⑥
事
業
実
績

事業実績

財務諸表・決算短信等 自由

必須

⑦
建
物

 
登
記
簿
等

建物登記簿謄本 必須

書類名

④
会
社
案
内

会社概要書 自由 必須

⑤
事
業
者
登
記
簿

商業登記簿謄本

履歴事項全部証明書

原本 必須

1 

チェック項目 様式
必須/
該当

内　　　　　　　　容
申請者

確認

（1）申請者概要 申請者の情報が全て記入されていますか（商業登記簿謄本と整合をとる） ✔

（2）申請者の業務実績 「⑥事業実績」に添付の決算報告書等と整合がとれていますか ✔

（3）補助事業担当者情報 電話番号・FAX番号・E-mailアドレスを明記していますか ✔

Ａ３・カラー印刷されていますか ✔

自動反映されている情報に誤りはありませんか ✔

建物概要
建物登記簿の住所ではなく、郵便物が届く住所を記入していますか(新築の場合は仮
住所も可) ✔

新築は「確認済証」に記載の面積と、既存建築物は登記簿に記載の面積と整合がとれ
てますか ✔

Ａ３・カラー印刷されていますか ✔

システム全体の概要図・BEMSの系統がわかる図を記載されていますか ✔

補助対象設備を赤でマーキングされていますか
複数年度事業は、1年目：赤、2年目：青、3年目：緑 に色分けする ✔

補助事業(全体)の
開始及び完了予定日

最終年度の事業完了予定日（支払完了日）が記載されていますか
・単年度事業は「平成30年1月31日以前」
・2年度事業は「平成31年1月31日以前」
・3年度事業は「平成32年1月31日以前」　　を事業完了日とする

✔

補助事業(当該年度)の
開始及び完了予定日

当該年度の事業完了予定日（支払完了日）が記載されていますか
・単年度事業は「平成30年1月31日以前」
・複数年度事業は「平成30年2月28日以前」　を事業完了日とする

✔

支払完了日は事業の完了日とし、表の中に記入されていますか ✔

複数年度事業の場合、年度毎に作成されていますか
＜平成30年度＞＜平成31年度＞ ✔

(1)資金調達計画 合計金額は各事業年度の補助事業に要する経費と整合がとれていますか ✔

(2)補助事業に要する経費 自動反映されている情報に誤りはありませんか ✔

(3)他の補助金に関する事項
他の補助金を利用する予定、または利用している場合、その補助金名と内容を記入し
ていますか ✔

(4)ESCO/リース/割賦等の契約予
定

ESCO/リース/割賦等の契約予定の有無を選択していますか ✔

当該年度完了日
最終年度完了日

自動反映されている情報に誤りはありませんか ✔

年月日
建築工事契約、着工、竣工、補助対象工事契約、それぞれの予定があれば記入して
いますか ✔

ＺＥＢプランナー ＺＥＢプランナーに関する情報を記入していますか ✔

補助事業に関する社内外の管理体制の一覧が添付されていますか ✔

申請者が複数の場合、申請者間の関係が明記されていますか ✔

ＺＥＢプランナーが関与する場合、その関係がわかるように示していますか ✔

金額
自動反映元の「７．概略予算書（全体）（１年目）（２年目）（３年目）」それぞれの金額と
整合がとれていますか ✔

蓄電システムの割合
蓄電システムは補助対象経費（全体）の20％以下になっていますか（蓄電システムを導
入しない場合は0％） ✔

補助対象経費（１年目）の割合
複数年度事業の場合、１年目の補助対象経費は、全体の補助対象経費の１／３以上
になっていますか ✔

省エネシステムごとに記載されていますか ✔

機器、工事等の省エネシステム毎に記載した予算内訳書(エクセルシート内)が添付さ
れていますか ✔

参考見積書 自由 主要機器、工事の参考見積書が添付されていますか ✔

システムごとに作成、カラー印刷されていますか ✔

新設のシステムは「導入前」を削除し、「導入後」欄を拡大して記入していますか ✔

補助対象部分は、赤でマーキングされていますか
複数年度事業は、
1年目：赤、2年目：青、3年目：緑 に色分けすること

✔

カラー印刷されていますか ✔

凡例等を用いてわかりやすく記載されていますか ✔

計量区分ごとに計量メータの記述がされていますか ✔

（別添1）
システム概念図

● 必須

（別添2）
エネルギー計量
計画図

● 必須

７.概略予算書
（まとめ）

● 必須

７.概略予算書
（全体）
（１年目）
（２年目）
（３年目）

●

必須

４.資金調達計画 ● 必須

５.事業予定

● 必須

６.補助事業
６.実施体制

実施体制

必須

２.システム提案概要
（２）

システム概要図

● 必須

３.事業実施工程 ● 必須

スケジュール表

書類名

③
実
施
計
画
書

１.申請者の詳細 ● 必須

２.システム提案概要
（１）

●

1 

必須/
該当

内　　　　　　　　容
申請者

確認

必須
建築物の住所、最寄駅からのアクセス、方位、道路及び目標となる建築物を明記して
いますか(地図はインターネット地図でも可) ✔

縮尺、方位、住所、敷地面積等を記入していますか ✔

敷地境界線を示し、該当する建物を赤でマーキングし、申請に係る建築物と他の建築
物との区別を明示していますか ✔

住所・敷地面積・建物用途・構造・階数・延床面積を記入していますか ✔

複数の用途を有する建築物の場合、用途別床面積の一覧を添付していますか ✔

必須
縮尺、方位、間取り、各室の名称、用途及び寸法、色塗り等で断熱材の配置を明示し
ていますか
※建具記号を記入したキープランと兼ねても可

✔

必須 東西南北の四面とし、縮尺、階高と建物の高さ、開口部仕様等を記入していますか ✔

必須
縮尺、床下、床、外壁、開口部、天井、屋根その他断熱性を有する部分について色塗
り等で断熱材位置を図示していますか ✔

単年度事業は、補助対象の設備機器などを赤色でマーキングしていますか ✔

機器表
必須 ZEB化設備、BEMSの品番、仕様、台数、制御方法などを記入していますか ✔

系統図
該当 ZEB化設備、BEMSの設計上、必要に応じて作成していますか ✔

平面図
必須 ZEB化設備、BEMSの機器の配置を明示していますか ✔

必須 基本情報入力シートを添付していますか ✔
必須 （共通条件）室仕様入力シートを添付していますか ✔
該当 （空調）空調ゾーン入力シートを添付していますか ✔
該当 （空調）外壁構成入力シートを添付していますか ✔
該当 （空調）窓仕様入力シートを添付していますか ✔
該当 （空調）外皮仕様入力シートを添付していますか ✔
該当 （空調）熱源入力シートを添付していますか ✔
該当 （空調）二次エクセルンプ入力シートを添付していますか ✔
該当 （空調）空調機入力シートを添付していますか ✔
該当 （換気）換気対象室入力シートを添付していますか ✔
該当 （換気）給排気送風機入力シートを添付していますか ✔
該当 （換気）換気代替空調機入力シートを添付していますか ✔
該当 （照明）照明入力シートを添付していますか ✔
該当 （給湯）給湯対象室入力シートを添付していますか ✔
該当 （給湯）給湯機器入力シートを添付していますか ✔
該当 （昇降機）昇降機入力シートを添付していますか ✔
該当 （効率化）太陽光発電システム入力シートを添付していますか ✔
該当 （効率化）コージェネレーションシステム入力シートを添付していますか

該当 （空調）非空調外皮仕様入力シートを添付していますか ✔
必須 上記様式のエクセルシートを添付していますか ✔
必須 省エネルギー基準一次エネルギー消費量計算結果を添付していますか ✔
必須 ＰＡＬ*算出結果を添付していますか ✔
必須 ＰＡＬ*の計算結果を添付していますか ✔

空調のエネルギー消費量計算結果を添付していますか ✔
換気のエネルギー消費量計算結果を添付していますか ✔
照明のエネルギー消費量計算結果を添付していますか ✔
給湯のエネルギー消費量計算結果を添付していますか ✔
昇降機のエネルギー消費量計算結果を添付していますか ✔
効率化（太陽光発電）のエネルギー消費量計算結果を添付していますか ✔

効率化（コージェネレーション）のエネルギー消費量計算結果を添付していますか

該当
その他、事業の説明に必要な補足説明資料を添付していますか
（プロポーザル決定通知書等）

必須
作成したデータ「エクセル様式」と「Ｗｅｂ計算入力シート」を収録し、補助事業の名称と
補助事業者名を明記していますか ✔

⑮
Ｗ
ｅ
ｂ
計
算
結
果

計算結果

該当

⑯その他

⑰CD-ROM

様式5-1.

様式5-2.

様式6.

様式7-1.

様式7-2.

様式8.

様式3-3.

様式4.

複数年度事業は、補助対象の設備機器などを1年目は赤色、2年目は青色、3年目は
緑色に色分けしてマーキングしていますか
また、複数年度事業で1年目に設備機器類だけ導入し、2年目に工事を行う場合は、1
年目は機器表・機器リストを赤色、設計図の設備機器や配線・配管などを青色で色分
けし、設計図に「工事のみ」と注記
各ZEB化設備、BEMSの機器のカタログは、該当ページのコピーを添付していますか

✔

⑭
Ｗ
ｅ
ｂ
計
算
入
力
シ
ー

ト

様式0．

様式1．

様式2-1．

様式2-2．

様式2-3．

様式2-4．

様式2-5．

エクセルシート

⑬
設
計
図

　　※各図面にインデックスをつける

必須
・外皮
・空調
・換気
・照明
・給湯

・太陽光発電
・コージェネレーション
・BEMS
・その他

様式2-6．

様式2-7．

様式3-1.

様式3-2.

書類名

⑫
建
物
図
面

建物案内図

建物配置図 必須

建物概要 必須

建物平面図・各階平面図

建物立面図

断面図または矩計図

以下、次の形式での出力とする

◎　建物図面、設計図 ・・・Ａ３サイズ、カラー・片面印刷

◎　各種計算書 ・・・Ａ４サイズ、黒字・片面印刷 1 

全ての書類を作成し終わった後に、作成の抜けもれがないかチェックシートを活用して確認してください。 

提出書類一式、入力内容について確認し「申請者確認」欄へチェックを入れて提出してください。 

書類の抜けや、記載ミスがないか、申請者自
身がよく確認のうえ、「申請者確認」欄にチェッ
クを入れてください。 
該当しない場合は斜線「/」を入れてください。 

1 

04091810 
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２ー１ 「様式第１(１/２) 」 

      枠は必ず入力、押印していることを確
認しててください。 
エクセルシート上、入力が必要な欄は    で
表示されます。入力すると白に変わります。 

隙間用 

4/4 16:30時点 
画像差替え 

様式第１

平成 ２９ 年 ○ 月 ○ 日

一般社団法人 環境共創イニシアチブ

　 代表理事　　　 　赤池　　学　殿

印

印

印

申請者１
名 称

代 表 者 等 名

代表取締役　西部　進

申請者３
名 称 △△△株式会社

代 表 者 等 名 代表取締役　共創　梅子

省エネルギー投資促進に向けた支援補助金（省エネルギー投資促進支援補助事業のうち住宅・ビルの革新的省エネ

ルギー技術導入促進事業）（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル実証事業）交付規程（以下「交付規程」という。）第４条の規定

に基づき、下記のとおり経済産業省からの省エネルギー投資促進に向けた支援補助金交付要綱第３条に基づく国庫補

助金の交付を申請します。なお、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）、補助

金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号）及び交付規程の定めるところに従うこ

とを承知の上申請します。

平成２９年度　省エネルギー投資促進に向けた支援補助金

（省エネルギー投資促進支援補助事業のうち住宅・ビルの革新的省エネルギー技術導入促進事業）

（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル実証事業）

交付申請書

住 所 東京都中央区△△町△△丁目△番△号

番号

住 所 東京都中央区○○町○○丁目○番○号

○○○株式会社

代表取締役　環境　太郎

住 所 東京都中央区××町××丁目×番×号

申請者２
名 称 株式会社×××

代 表 者 等 名

1 
2 

3 

4 

10  

申請者が管理するための文書番号です。 
必要ない場合は消してください。 

1 

半角数字で申請日を公募期間内の日付で入
力してください。 

2 

登録印を押印してください。 

※共同申請者の場合は 
  申請者全員の押印が必要です。 

4 

「実施計画書 １．申請者の詳細」（本手引書
Ｐ．１８の   ）の入力が自動反映されます。 

3 

1 

［３］２．交付申請書 

04091810 
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２－２ 「様式第１(２/２)」 

隙間用 

4/4 16:30時点 
画像差替え 

１．補助事業の名称

２．補助事業の目的

３．補助事業の実施計画

別添の実施計画書による

４．補助金交付申請額（当年度分）

（１）補助事業に要する経費 円

（２）補助対象経費 円

５．補助事業に要する経費、補助対象経費及び補助金の額並びに区分ごとの配分（別紙１）

６．補助事業の開始及び完了予定日

（１）開始年月日 ： 交付決定日

（２）完了予定年月日 ：

　　（最終事業完了予定日 ：

（注）１．この申請書には、以下の書類を添付すること。

　　(1) 申請者の経理の状況及び補助事業に係る資金計画を記載した書面

　　(2) 申請者が申請者以外の者と共同して補助事業を行おうとする場合にあっては、

　　　　当該事業に係る契約書の写し

　　(3) 申請者の役員名簿（別紙２）

　　(4) その他当法人が指示する書面

（備考）用紙は日本工業規格Ａ4とし、縦位置とする。

記

○○○株式会社本社ビルＺＥＢ化事業

弊社は、今年で創業200周年を迎えるため、その記念として老朽化した本社ビルを建て替え、新しく本社
ビルを建設することとした。省エネ設備・システム等を積極的に導入し、ＺＥＢ認証取得後は、社外向けの
ホームページ、会社案内等に積極的に掲載し、ＺＥＢ化ビルのPRに努めていく。

229,701,403

183,499,400

平成３０年１月３１日

平成３０年１月３１日）

1 

2 

3 

4 

11  

建物名称等を付けるなど、申請を特定できる
２５字以内の分かりやすい名称にしてください。
「仮称」等の表現は使用できません。 
ＥＳＣＯ事業は「ＥＳＣＯ」の文字を必ず入力し
てください。 

1 

補助事業の目的を記入してください。 
2 

「７．概略予算書（まとめ）」の「概略予算書（１
年目）」（本手引書Ｐ．２４の  ）の「補助事業
に要する経費の合計」と「補助対象経費の合
計」の入力が自動反映されます。 

３ 

      枠は必ず入力していることを確認して
てください。 
エクセルシート上、入力が必要な欄は    で
表示されます。入力すると白に変わります。 

３ 

「３．事業実施工程～６．補助事業実施体制
図」（本手引書Ｐ．２１の  、  ）の入力が自
動反映されます。 

4 

１ ２ 

［３］２．交付申請書 
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２－３ 「（別紙１）補助事業に要する経費、補助対象経費及び補助金の額並びに区分ごとの配分」 

隙間用 

4/4 16:30時点 
画像差替え 

文章のち差替え 

（別紙１）

※補助金額（補助対象経費区分ごと）は、小数点以下（１円未満）を切り捨てとする。

（備考）　用紙は日本工業規格Ａ4とし、縦位置とする。

102,431,340 70,331,340 46,887,560

合　  計 229,701,403 183,499,400 122,332,933

設計費 3,500,000 2,300,000

2/3

1,533,333

設備費 123,770,063 110,868,060 73,912,040

工事費

補助事業に要する経費、補助対象経費及び補助金の額並びに区分ごとの配分

（単位：円）

補助対象
経費の区分

補助事業に要する経費 補助対象経費
補助率

（参考値）
補助金の額
（参考値）

1 

12  

「７．概略予算書（まとめ）」（本手引書Ｐ．２４
の  ）の入力が自動反映されます。 

1 

３ 

      枠は必ず入力していることを確認して
てください。 

［３］２．交付申請書 
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２－４ 「（別紙２）役員名簿」 

隙間用 

4/4 16:30時点 
画像差替え 

（別紙２）

役員名簿

和暦 年 月 日

Ｓ ３０ ０３ １４ Ｍ

Ｓ ４０ ０１ ２２ Ｍ

Ｓ ３８ １２ ３０ Ｆ

Ｓ ２９ ０５ ０５ Ｍ

Ｓ ３１ ０１ ０６ Ｍ

Ｓ ４７ ０７ １１ Ｍ

Ｓ ３３ ０２ ２２ Ｆ

Ｓ ３７ ０８ １４ Ｆ

Ｓ ５０ １１ １７ Ｍ

 （注）

　役員名簿については、氏名カナ（全角、姓と名の間も全角で１マス空け）、氏名漢字（全角、姓と名の間も全角で１マス空け）、生
年月日（全角で大正はＴ、昭和はＳ、平成はＨ、数字は２桁全角）、性別（全角で男性はＭ、女性はＦ）、会社名及び役職名を記
載する。また、外国人については、氏名漢字欄にはアルファベットを、氏名カナ欄は当該アルファベットのカナ読みを記載するこ
と。

株式会社××× 取締役

エドワード　スミス Edward Smith 株式会社××× 執行役員

キョウソウ　ウメコ 共創　梅子 △△△株式会社 代表取締役

○○○株式会社 取締役

ニシブ　ススム 西部　進 株式会社××× 代表取締役

オオエド　ゴロウ 大江戸　五郎

ナカムラ　サトミ 中村　里美 △△△株式会社 取締役

サカモト　マコト 坂本　誠 △△△株式会社 取締役

トウホク　イチロウ 東北　一郎 ○○○株式会社 取締役

カンサイ　ハナコ 関西　花子

氏名　漢字
生年月日

性別 会社名氏名　カナ 役職名

カンキョウ　タロウ 環境　太郎 ○○○株式会社 代表取締役
1 

13  

氏名と会社名と役職名は商業登記簿謄本と
整合のとれる内容を全角で入力してください。 

※共同申請の場合は、全申請者分入力して
ください。 

※役員全員を入力してください。 

※商業登記簿謄本上にない役員を入力する
場合は、役員であることがわかる書類を添
付してください。 

※パソコン入力時に旧字で変換できない場合、
代替の新字体で入力してください。 

【氏名カナ/漢字】 

・姓と名の間を全角で１マス空けてください。 

・氏名に英字を用いる方は、氏名カナ欄は 
当該アルファベットのカナ読み、氏名漢字欄
はアルファベットを入力してください。 

【生年月日】 

・和暦はプルダウンから選択してください。 

 （大正はＴ、昭和はＳ、平成はＨ） 

・年月日の数字は全角２桁で入力してください。 

【性別】 

・性別はプルダウンから選択してください。 

 （男性はＭ、女性はＦ） 

【会社名】 

・共同申請者分も併せて入力してください。 

1 

      枠は必ず入力していることを確認して
てください。 

［３］２．交付申請書 
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２－５ 「（別紙３）交付要件等同意書」 

（別紙３）

以下の同意事項の内容に同意します。

１. 交付要件について

２. 暴力団排除について

３. 事業期間について

４. 提出書類一式について

５. 「ＺＥＢ実現に向けたＺＥＢ設計ガイドライン作成」のための情報開示について

６. 事業の広報について

７. ＺＥＢリーディング・オーナー登録について

８. 法人インフォメーション掲載について

９. 実施状況の報告について

１０. 財産処分制限期間と適化法について

１１. 複数年度事業について ※複数年度事業の場合のみチェックしてください。

以上の同意事項の内容に同意し、申請内容に間違いがないことを確認した上で記名・押印します。

補助金に係る工事の完了予定日および工事代金の支払完了予定日が事業期間内であることを了承している。

申請書、中間報告書、確定検査資料及び添付書類一式について責任をもち、虚偽、不正の記入を行わないことを了承している。

交付要件等同意書

交付決定通知を受けた後に本事業を開始することを了承している。

建築物省エネ法第７条に基づく省エネ性能表示（ＢＥＬＳ等、第三者認証を受けているものに限る）により 『ＺＥＢ』 、
Ｎｅａｒｌｙ ＺＥＢ 、ＺＥＢ Ｒｅａｄｙ  いずれかの省エネルギー性能評価の認証を、原則として事業完了までに受けることを了承してい

る。

補助事業として採択された後、事業完了までに「ＺＥＢリーディング・オーナー」に登録完了することを了承している。

補助金の交付決定等に関する情報（事業者名、採択日、交付決定日、法人番号、交付決定額等）について、法人インフォメー

ションに原則掲載されることを了承している。

○○○株式会社

翌年度以後において公募予算額を超える申請があった場合等には、補助金額が減額される（状況によっては交付決定されな

い）場合がある。その場合でも、原則、竣工まで事業を継続すること、及び、途中で事業を中止した場合には、ＳＩＩは原則として既
に交付した補助金の返還が必要となる場合があることを了承している。

本年度の交付決定は、翌年度以後の交付決定を保証するものではないことを了承している。

ＺＥＢ設計ガイドライン作成のため、補助対象建築物のＺＥＢに資する設計情報を開示することを了承している。

ＳＩＩはＺＥＢの普及を促進するため、補助事業者からのＺＥＢに資する情報をセミナー、ホームページ等で引用、紹介する場合が

あることを了承している。

補助対象となる設備等には財産処分の制限期間があり(交付規程第２１条２項)、制限期間内に処分・売却等を行う場合は、あら
かじめ財産処分承認申請書をＳＩＩに提出しその承認を受けなければならず、万一、未承認のまま財産処分が行われた場合、交

付決定を取り消し、補助金の返還(交付規程第２０条３項)となる可能性があることを了承している。

補助事業完了後、事業完了後1年間（新築、増築及び改築の建築物が補助対象の事業は２年間）のエネルギー使用状況と、ＺＥ
Ｂに資する技術の導入効果等を分析、自己評価して、「実施状況報告書」としてＳＩＩに提出しなければならないことを了承してい

る。

名　　　　　称

※必ず申請者自身で内容をよく確認したうえで同意欄にチェックを入れてください。

※同意欄のチェックに不足がある場合は、交付申請を受理できませんので予めご了承ください。

申請者１ 印
代表取締役　環境　太郎

申請者２
株式会社×××

印
代表取締役　西部　進

代表者等名

名　　　　　称

代表者等名

代表者等名

名　　　　　称
申請者３

△△△株式会社
印

代表取締役　共創　梅子

交付規程（別紙）記載の暴力団排除に関する誓約事項について熟読し、理解の上、これに了承している。

同意欄

本事業の交付要件と交付規程について、全て確認し、了承している。

      枠は必ず入力、押印していることを確
認してください。 

4/4 18:30時点 
画像差替え 

✔ 

✔ 

✔ 
✔ 

✔ 

✔ 

✔ 

✔ 

✔ 

✔ 

✔ 

✔ 

✔ 

✔ 

1 

2 

14  

同意事項を全てお読みいただき、記載内容に
ついてご了承の上でチェックを入れ、提出して
ください。 

1 

３ 

隙間用 

登録印を押印してください。 

3 

「実施計画書 １．申請者の詳細」（本手引書
Ｐ．１８の   ）の入力が自動反映されます。 

２ 

1 

［３］２．交付申請書 

04091810 
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２－６ 「（区分所有に係わる書類等）建物所有者の委任状」 

      枠は必ず入力、押印していることを確
認してください。 
エクセルシート上、入力が必要な欄は    で
表示されます。入力すると白に変わります。 

１．

２．

３．

以上

平成 ○ 年 ○ 月 ○ 日

印

印

住 所 東京都中央区◇◇町◇◇丁目◇番◇号

受任者 名 称 ◇◇◇株式会社

代表者等名

委任者 名 称 株式会社◇◇◇◇◇

代表者等名

住 所 東京都中央区◇◇町◇◇丁目◇番◇号

代表取締役　◇◇　◇◇

代表取締役　◇◇　◇◇◇

委任状

一般社団法人 環境共創イニシアチブ（以下「ＳＩＩ」という。）より公募があった「省エネルギー投資促進に向け
た支援補助金（省エネルギー投資促進支援補助事業のうち住宅・ビルの革新的省エネルギー技術導入促
進事業）（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル実証事業）に申請する「○○○○○○○○○○○ＺＥＢ化事業」の
補助事業に関し、当該建物の区分所有者である○○○○○○（以下「委任者」という。）は区分所有法に規
定される（管理者・管理組合法人）である○○○○○○（以下「受任者」という。）を申請者として専任するこ
とに同意し、今後の補助事業の遂行にかかわる一切の業務について委任者は受任者に委任するものとす
る。

委任者及び受任者はＳＩＩが定めた「省エネルギー投資促進に向けた支援補助金（省エネルギー投資促進
支援補助事業のうち住宅・ビルの革新的省エネルギー技術導入促進事業）（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル
実証事業）交付規程」を遵守し、協議事項について双方が誠意をもって問題解決に努める。

万一、委任者、受任者間に係争が生じた場合においても、委任者は受任者の行った行為に対し、ＳＩＩに一
切の苦情・請求は行わない。

   上記事項の締結を証するため、本書２通を作成し、双方記名押印し、原本１通をＳＩＩに提出するとともに、
残り１通は受任者が保管し、受任者は写しを委任者に配布する。

1 

3 

4 
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2 

5 

隙間用 

ダウンロードしていただいた「交付申請様式」内のシート「委任状・設備設置承諾書」です。（シート内の順番が異なるのでご
注意ください。）該当の申請者のみ提出してください。建物所有者ごとに作成をしてください。 

委任した年月日を入力してください。 

3 

委任者は、委任する区分所有者を入力してく
ださい。 
受任者は、「交付申請書」に明記されている
物を入力してください。 

【住所/名称/代表者等名】 
・略称等を使用せず商業登記簿謄本と整合
のとれる内容を全角で入力してください。 

・パソコン入力時に旧字で変換できない場合、
代替の新字体で入力してください。 

【代表者等名】 
・「役職」「氏名」の順に入力してください。 

4 

登録印を押印してください。 
※委任者は、建物登記簿謄本に記載の区分
所有者（建物所有者）及び議決権の各４分の
３以上の賛成が取れている場合にことを確認
してください。 

5 

補助事業の名称を記入してください。様式第
１（２／２） １．補助事業の名称」と整合をとっ
てください。 

1 

本様式  で入力した「委任者名称」と「受任
者名称」を入力してください。 
名称を入れた後、文章が見切れを起こさない
よう行の幅を調節してください。 

2 
４ 

［３］２．交付申請書 

04091810 
Sasaki修正 



２－７ 「（区分所有に係わる書類等）管理規約・集会の決議議事録等」 

自由書式  

区分所有建物を申請する場合、区分所有者
及び議決権の各４分の３以上の賛成により、
「建物の区分所有等に関する法律」に規定さ
れる管理者もしくは管理組合法人が代表して
申請できます。 
規約と事業に関する集会の決議（写）を提出
してください。（公募要領Ｐ．１４参照） 

1 隙間用 

16  

該当の申請者のみ提出してください。 

1 

［３］２．交付申請書 

04091810 
Sasaki修正 



２－８ 「（区分所有に係わる書類等）設備設置承諾書」 

      枠は必ず入力、押印していることを確
認してください。 
エクセルシート上、入力が必要な欄は    で
表示されます。入力すると白に変わります。 

平成 ○ 年 ○ 月 ○ 日

　一般社団法人 環境共創イニシアチブ

　　代　表　理　事　　　赤池　　学　殿　

印

建物の所在地および名称

設備の設置者

補助事業の名称

設置される設備の概要

処分の制限を受ける期間（設備の法定耐用年数を記載する）

15 年

４．

５．

２．

住 所 東京都中央区◇◇町◇◇丁目◇番◇号

名 称 ◇◇◇株式会社

３．

◇◇◇◇◇ビルＺＥＢ化事業

高効率熱源機器への更新　　◇◇電気　XXX-X　◇台
◇◇◇◇◇◇◇◇（設備の仕様、台数等の概要を記入する）

  省エネルギー投資促進に向けた支援補助金（省エネルギー投資促進支援補助事業のうち住宅・ビルの革新
的省エネルギー技術導入促進事業）（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル実証事業）交付規程第２０条及び第２１条の
規程により財産処分の制限を受け、一般社団法人 環境共創イニシアチブの承認なしに財産処分できない設備
が、下記の通り設置されることを承諾します。

記

1．

住 所 東京都中央区◇◇町◇◇丁目◇番◇号

名 称 ◇◇◇◇◇ビル

住 所 東京都中央区◇◇町◇◇丁目◇番◇号

建物所有者 名 称 株式会社◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇

代表者等名 代表取締役　◇◇　◇◇

設備設置承諾書
1 

2 

4 

5 

6 

7 

8 

17  

隙間用 

３ 

登録印を押印してください。 

3 

ダウンロードしていただいた「交付申請様式」内のシート「委任状・設備設置承諾書」です。（シート内の順番が異なるのでご
注意ください。）所有者が異なり、設備設置者が申請を行う場合に提出してください。 

承諾年月日を半角数字で入力してください。 
承諾年月日は、申請日と同日か、それ以前の
日付を入力してください。 

1 

建物所有者の情報を入力してください。 
※複数の場合は、欄を追加して入力してくだ
さい。 

【住所/名称/代表者等名】 
・略称等を使用せず建物登記簿謄本と整合
のとれる内容を全角で入力してください。 

・パソコン入力時に旧字で変換できない場合、
代替の新字体で入力してください。 

【代表者等名】 
・「役職名」「氏名」の順に入力してください。 

2 

建物登記簿謄本と整合のとれる内容を全角
で入力してください。 

４ 

【住所/名称】 
・略称等を使用せず商業登記簿謄本と整合
のとれる内容を全角で入力してください。 

・パソコン入力時に旧字で変換できない場合、
代替の新字体で入力してください。 

５ 

「様式第１ １．補助事業の名称」（本手引書
Ｐ．１１の   ）を入力してください。 

６ 

1 

設置される設備の概要を入力してください。 
７ 

処分の制限を受ける期間を、設備の法定耐
用年数を参考に記入してください。 

８ 

［３］２．交付申請書 

04091810 
Sasaki修正 



３－１ 「１．申請者の詳細」 

      枠は必ず入力していることを確認して
ください。 
エクセルシート上、入力が必要な欄は    で
表示されます。入力すると白に変わります。 

隙間用 

4/4 16:30時点 
画像差替え 

１．申請者の詳細

（１） 申請者概要

〒 -

（２） 申請者の業務実績に関する事項 （直近１年間の業務実績）

円

年 月 日 年 月 日

（３） 補助事業担当者情報

← 共同申請の場合、本補助事業の代表担当者に丸印がついていること

〒 -

- -

- -

- -

＠

（注）共同申請の場合は、各申請者分記載し、本ページの後ろに添付すること

○○町○○丁目○番○号

（ 単位 ： ）

名

E-MAIL zebzeb.co.jpt-kankyou

03 0000 0000

090 0000 0000

氏 環境

都道府県 市区町村104

所属部署

○○町○○丁目○番地○号

03

104 0000 東京都 市区町村 中央区

カンキョウ

氏

都道府県

0000 0000

経営管理部施設課

電話番号

太郎

担当者

当期純利益8,446,016,000

経常利益

売上高

○○

代表担当者

担当者役職

フリガナ

純資産合計

事業報告期間

資産合計

４

施設グループ長

環境 名 ○○

4,678,605,000

450,788,000

303,008,000

○

1,213,691,000

携帯電話番号

ＦＡＸ番号

住    所

1234567890123

平成 ２８

住    所

法人番号（１３桁）

フリガナ

代表者

代表者役職

0000 東京都 中央区

平成

負債合計

申
請
者
１

実施計画書

１ ～

9,659,707,000

フリガナ

申請者名

○○○カブシキガイシャ

２９ ３ ３１

○○○株式会社

代表取締役

タロウカンキョウ

1 

2 

3 

18  

共同申請の場合は、申請者ごとに実施計画書を記入してください。 

【申請者名/フリガナ/代表者役職/代表者】 
・略称等を使用せず商業登記簿謄本と整合の
とれる内容を全角で入力してください。 

・パソコン入力時に旧字で変換できない場合、
代替の新字体で入力してください。 

【法人番号】 
・半角数字で入力してください。 

【住所】 
・郵便番号と整合のとれる正しい名称で入力 
してください。 

・略称等を使用せず商業登記簿謄本と整合の
とれる内容を全角で入力してください。 

・住所が地方政令都市にある場合、市を「市区
町村」に、区以降を下段に入力してください。 

・住所が郡にある場合、郡を「市区町村」に、 
町名以降を下段に入力してください。 

・パソコン入力時に旧字で変換できない場合、
代替の新字体で入力してください。 

【郵便番号】 
・半角数字で入力してください。 

1 

本事業の申請について内容を理解しており、 
ＳＩＩからの問い合わせ等に対応できる方を実務
担当者としてください。 

※共同申請の場合は、ＳＩＩとの連絡先に該当
する代表担当者に○印を入力してください。 

※ＳＩＩからの送付物、電話連絡、メール等は 
全て担当者経由で行われます。各項目を 
よくご確認の上、入力してください。 

【ＦＡＸ番号/携帯電話番号】 
・該当の番号がない場合、「-（ハイフン）」を 
入力してください。 

【Ｅ－ＭＡＩＬ】 
・携帯電話のメールアドレスは使用できません。 

3 

直近１年分の財務諸表（上場企業は期末の
決算短信）と整合をとれる金額を入力してくだ
さい。 

2 
04091810 
Sasaki修正 

［３］３．実施計画書 



［３］３．実施計画書 

３－２ 「２．システム提案概要（１）」 

➍建物概要

㎡ ㎡

〒 - 0 階 階 1 階

中央区 年

% ①

②

高断熱化 屋根 ・グラスウール断熱材、24K、熱伝導率λ =0.038 W/(m・K)、厚み： 100mm

③ 高性能窓ガラス Ｌｏｗ－Ｅ複層ガラス（空気層） ・E6+A8+F6 （Ｎ・Ｅ・Ｓ・Ｗ面共）、熱貫流率 U=2.30W/(m 2・Ｋ)、日射熱取得率 : 0 .313

④ 日射遮蔽 ルーバー（太陽追尾型） ・南面2～4階、　太陽光追尾可動型アルミ製ルーバー、350ｍｍ＊2400ｍｍ＊500ｍｍ出(各階6段)　

⑤ パッシブ利用（通風） 風圧利用方式 ・アルミ製電動式自動換気窓　4階8ケ所、塔屋6ケ所

⑥ パッシブ利用（採光） 採光クロス ・壁紙の表面に特殊な加工を施したクロス（商品名：○○○○○）、全943m 2

パッシブ利用（採光） 光ダクト方式 ・高拡散反射フィルム貼プラスターボード9.5ｔ * 3ケ所　

①

①

②

③

④

①

①

②

% % ①

点 点 点

① ⑥ ①

② ⑦

③ ⑧ ⅵ ① 3 相 3 線 kVA 1 基 1 相 3 線 kVA 2 基 相 線 kVA

④ ⑨ ⅶ ① kVA ｋＷ 基

⑤ ⑩

① kW m2

1 ②

2

3

4

5 件 件 件 件補助対象 新　　設 15 既　　設 0 補助対象外 5 既　　設 0新　　設

２．システム提案概要（１） 平成２９年度　ネット･ゼロ･エネルギー･ビル（ＺＥＢ）実証事業

合　　　　計チューニングなど運用時への展開 ○ 空調・照明全般について、設定値等のチューニングを行う。

建物間統合制御システム ―

ＢＥＭＳデータをもとに自然換気窓の開閉制御を行い、空調負荷の低減を図る。

再生可能・未利用
エネルギー

利用システム
（６）

新設 ○

設備と利用者間連携制御システム ―

800 GJ/年 新設 ×

設備間統合制御システム ― 井水熱利用 空調利用 ・井水熱利用量：12,000 GJ/年、井水温度：15℃（年間ほぼ一定）、空調用放熱・採熱源として利用。使用後は雑用水

系統連系 出力 80 ＰＶ面積 500 発電量システム制御技術 該　当 概　　　　　　　　　　　　　要 太陽光発電

負荷コントロール ○

外気取入れ量制御
ⅷ コージェネ設備

出力 20 蓄電容量 15 台数 1

⓫システム制御技術

新設 ○ナイトパージ制御 蓄電池設備 リチウムイオン蓄電池 太陽光発電用

自然換気窓開閉制御 変圧器設備 第二次トップランナー変圧器 -

デマンド制御

100 基 新設 ○300

・1000kg、60m/min、1台 新設

6

×

➓ＢＥＭＳ装置

中央方式 高効率給湯熱源機 ヒートポンプ給湯機 ・洗面所、給湯室、ＥＨＰ，加熱能力：15kW、定格COP=3.35、合計1台、貯湯槽500 ｌ 新設 ○72,209 57,684 一次エネルギー削減率 51.2 創エネ(PV)率 16.0

ⅳ 給湯設備

省エネルギー制御

管理点数合計 97 エネルギー計量点数 17 環境計測点数

タイムプログラム制御
ⅴ

昇降機設備
（エレベータ）

ロープ式 乗用 ＶＶＶＦ制御（電力回生あり）

補助事業に要する経費 補助対象経費

➒費用対効果

(円／(GJ・年)) (円／(GJ・年)) ＺＥＢランク ＺＥＢ　Ｒｅａｄｙ

高輝度誘導灯 制御なし ・事務室、廊下、階段室　ＬＥＤ2.4Ｗ，合計24台 新設 ×

新設 ○

同上　ｍ2単価

（円／m2）
57,426 45,875 11,551

ＬＥＤ照明器具 明るさ検知制御 ・事務室系統　ＬＥＤ39.8W、合計80台 新設 ○

合　　　 計 229,701,403 183,499,400 46,202,003

ⅲ
照明設備

（人工照明）

ＬＥＤ照明器具 人感制御 ・事務室系統　ＬＥＤ39.8W、合計220台

設　計　費 3,500,000 2,300,000 1,200,000

ⅱ
換気設備

（機械換気）

風量可変システム ガス使用量連動制御 厨房換気系統、１系統、厨房用のガス使用量と連動して厨房換気量を制御、インバータ制御ファン

工　事　費 102,431,340 70,331,340 32,100,000

設　備　費 123,770,063 110,868,060 12,902,003

新設 ○

費　　目

補助事業に
要する経費

補助対象
経　　　費

補助対象外
経　　　費

（円） （円） （円）

➑事業費（全体）

470 304 35.3%

(MJ/(m2・年) (MJ/(m2・年) ( % )

基　準　値 　設　計　値 低　減　率

同上　原単位（(MJ/(m2・年)) 1,346 740 607

➏ＰＡＬ* 評価 ➐ＺＥＢチャート

0.55

外気利用・制御システム 外気取入れ量制御システム ・１階事務室系統、CO 2制御、合計25系統 新設 ○-

ＰＶを考慮せず、その他を含む 5,382,180 2,956,920 2,425,260 45.0%

同上　原単位（(MJ/(m2・年)) 1,183 577 607 -

0.49 外気利用・制御システム ナイトパージシステム ・１階事務室系統、エンタルピー制御、合計25系統 新設 ○

特殊空調システム 潜熱分離空調システム ・外気処理系統、冷房能力：5.98kW、暖房能力：7.36kW、再生熱源：井水利用、合計8台 新設 ○-

ＰＶを考慮せず、その他を除く 4,731,400 2,306,140 2,425,260 51.2%

同上　原単位（(MJ/(m2・年)) 1,183 388 796 -

0 熱回収システム 全熱交換器システム ・外気量、排気量：1000 m3/h、温度交換率：75％、エンタルピー交換効率＊70%、計25台 新設 ○

高性能空調機 ビルマル（ＥＨＰ） ・冷房能力：95.0kW、暖房能力：106.0kW、定格COPc=3.62、定格COPh=3.9、合計9台(室外機）、57台(室内機、人感センサー） 新設 ○

ＰＶを含む、その他を除く 4,731,400 1,550,330 3,181,070 67.2%

同上　原単位（(MJ/(m2・年)) 1,346 551 796 - -

（５）

ⅰ 空調設備

ＰＶとその他を含む 5,382,180 2,201,110 3,181,070 59.1% 0.41
内部発熱削減技術

待機電力カットシステム - ・防災用、防犯用や企業にとって重要な機器等を除き24:00～6:00間のコンセント回路をＯＦＦ 新設 ×

-

そ　の　他 650,780 650,780 0 - -
（４）

　　　 コージェネ 0 0 0 - -

- -

昇　降　機 107,780 107,780 0 0.0%

エネルギー利用
効率化設備 ＰＶ 系統連系（余剰売電） 0 -755,810 755,810

照  　　 明 1,120,000 342,440 777,560 69.4% 0.31

給 　　  湯 641,020 298,130 342,890 53.4% 0.47

新設 ○

換 　　  気 129,100 52,300 76,800 59.4% 0.41

空　　   調 2,733,500 1,505,490 1,228,010 44.9% 0.56

(MJ/年) ( % ) 新設 ○

高断熱化 外壁 ・グラスウール断熱材、24K、熱伝導率λ =0.038 W/(m・K)、厚み： 50mm 新設

基準値 新設 ○

×

0

（３）
建築省エネルギー
（パッシブ）技術

建物の形状等を考慮 地下化、半地下化 ・傾斜地に立地。1階北側を半地下化

○

新設 ○

新設 ○

新設 ○

1.00

×CLT使用割合

設備用途区分

一次エネルギー消費量

設計値 削減量 削減率
ＢＥＩ

新設

➎導入効果 　　　　　【計算法】　　 Ｈ28年基準(WEBプログラム)

ＣＬＴ事業 事業枠適用 なし CLT使用部位

建物の形状等を考慮 太陽光パネル、屋上緑化、他 ・屋上に太陽光パネルを設置（500 m
2
)。設備機器（変圧器、空調屋外機等)等を除く部分を緑化(500ｍ

2
） 新設

(MJ/年) (MJ/年)

⓭ＺＥＢの実現に資する省エネ技術構　　　造 S造 築年数 0

省エネ項目 設備・システム名 方式等 システム概要（能力・性能・規模・他） 新既 補助

104 0000 地域区分 ６地域

建築面積 1,500.00 延床面積 4,000.00

都道府県 東京都 市区町村

階　　　数 地下 地上 4 塔屋

関与 必須 法人名 株式会社○○○プラン 登録番号 登録申請中

（２）
ＺＥＢ実現の
コンセプト

　○○○株式会社本社ビルのＺＥＢ化を実現するため、第一に外皮性能の強化や自然の採光や自然換気を活用したパッシブ建築設計により建物全体のエネルギー負荷低減を図る。
　第二に、こうした取組みだけで賄えないエネルギー負荷については、高効率の空調・照明・給湯設備を導入により、省エネルギーの徹底を図る。
　これらに加えて、太陽光発電設備を導入し、ＺＥＢ化を目指す。
　また、ＢＥＭＳの導入によりエネルギー消費実態を適切に把握・評価することで運用面での消費エネルギーの更なる削減に繫げる。

　快適環境を確保することによって、「知的生産性の向上」を期待している。
　また、温室効果ガス排出量を大幅に削減可能で、地球環境保全の観点からＣＳＲを果たす。

➌ＺＥＢ設計者

名   称 △△工業株式会社

名　　　称 ○○○株式会社本社ビルＺＥＢ化事業

用　　　途 大分類 事務所等 小分類 事務所

住　　　所

○○町○○丁目○番○号

❶申請者概要 ⓬ＺＥＢ実現のコンセプト

工事区分 新築 事業期間区分 単年度

（１）
建築物の

エネルギー特性

・当該ビルは傾斜地に立地し、建物の北側を半地下として天然の断熱材で覆った。

・事務所用途の建物であり、「空調」用、「照明」用のエネルギー消費量が全体の70％強を占めている。
補助事業名 ○○○株式会社本社ビルＺＥＢ化事業 補助事業者名 ○×△株式会社

➋ＺＥＢプランナー

設
備
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
（
ア
ク
テ
ィ
ブ
）
技
術

一次エネルギー削減率（創エネ・その他含まず）（％）

創
エ
ネ
ル
ギ
ー
率

（％）

一次エネルギー消費量(MJ/年m²)一次エネルギー削減率（創エネ・その他含まず）（％）

創
エ
ネ
ル
ギ
ー
率

（％）

一次エネルギー消費量(MJ/年m²)

-189

27 27

161
75

280

86

33

14

684

377

基準値 設計値

0
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20

30

40

50

60

70

5060708090100

『ZEB』

Nearly ZEB

ZEB Ready

一次エネルギー削減率（創エネ・その他含まず）（％）

創
エ
ネ
ル
ギ
ー
率

（％）

一次エネルギー消費量(MJ/年m²)

-189

27 27

161
75

280

86

33

14

684

377

基準値 設計値

0

10

20

30

40

50

60

70

5060708090100

『ZEB』

Nearly ZEB

ZEB Ready
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ダウンロードしていただいた「交付申請様式」内に「入力例」と「手引き」があります。そちらをご参照ください。 

Ａ３カラー片面で印刷し、下図を参考にＡ４タテに折り込んでください。 

谷折り 

山折り 

２１０mm １０５mm 

Ａ３ 
カラー 



３－３ 「２．システム提案概要（２）」 

２．システム提案概要（２） 平成２９年度　ネット･ゼロ･エネルギー･ビル（ＺＥＢ）実証事業

補助事業名 ○○○株式会社本社ビルＺＥＢ化事業 補助事業者名 ○○○株式会社／株式会社×××／△△△株式会社

６．システム提案概要 平成２８年度　住宅・ビルの革新的省エネルギー技術導入促進事業費補助金（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル実証事業）

○○○○株式会社補助事業名 ○○○○株式会社　東京事務所ＺＥＢ化事業 補助事業者名

【全体がわかるシステム概念図】

ＺＥＢ実現の基本要素及び省エネシステムを記入する

【外観写真、または外観パース】

【ＢＥＭＳの系統がわかるもの】

20  

1 

２ 

「様式第１ １．補助事業の名称」（本手引書Ｐ．１１の   ）と「１．申請者の詳細」（本手引書Ｐ．１８の  ）の入力が自動で反映されま
す。 

1 

レイアウトは自由です。ただし、下記項目は必ず記入してください。 
※図はＺＥＢの構成要素の事例であり、補助対象の可否を示すものではないので注意してください。 
※補助対象設備は「赤」でマーキングしてください。複数年度事業の場合は、 

１年目：赤、２年目：青、３年目：緑でマーキングしてください。 
 
【全体がわかるシステム概念図】 
事業全体の概要が把握できる概念図を作成してください。 

【外観写真、または外観パース】 
外観写真、または外観パースを添付してください。 
 
【ＢＥＭＳの系統がわかるもの】 
ＢＥＭＳを活用したエネルギー管理計画の概念図を作成してください。 

２ 

1 

Ａ３カラー片面で印刷し、下図を参考にＡ４タテに折り込んでください。 

谷折り 

山折り 

２１０mm １０５mm 

1 

Ａ３ 
カラー 

［３］３．実施計画書 



３－４ 「３．事業実施工程」 

      枠は必ず入力していることを確認して
ください。 
エクセルシート上、入力が必要な欄は    で
表示されます。入力すると白に変わります。 

1 隙間用 

4/4 16:30時点 
画像差替え 

３．事業実施工程

補助事業（全体）の開始及び完了予定日

　開始年月日 交付決定日

　完了予定年月日 年 月 日

補助事業（当該年度）の開始及び完了予定日

　開始年月日 交付決定日

　完了予定年月日 年 月 日

スケジュール表　＜平成２９年度＞

スケジュール表　＜２年度以降＞

２月 ３月

平成 ３０ 年度 平成 ３１ 年度

１０月 １１月 １２月 １月

建築工事

業者選定、契約

建築・設備設計

ＺＥＢ工事

平成 ３０ １

試運転調整

３１

平成 ３０ １ ３１

９月４月 ５月 ６月 ７月 ８月

支払 1/31

1 

3 

4 
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２ 

補助対象工事が完了し、かつ、補助対象工事
に関わる全ての支払いが完了する日を入力し
てください。 
・単年度事業は平成３０年１月３１日以前 
・２年度事業は平成３１年１月３１日以前 
・３年度事業は平成３２年１月３１日以前  

1 

複数年度事業の場合、２年度目・３年度目の
スケジュールを入力してください。 

4 

・     （図形）等を使用して工事スケジュー 
 ルを作成し、「支払日●/●」を必ず入力して 
 ください。 
・コストオン契約で、ゼネコンから設備業者へ 
 支払いが発生する場合は、それも含めた 
 「最終支払日」としてください。 
・行が足りない場合は、行を挿入し作成してく 
 ださい。 

3 

単年度事業は平成３０年１月３１日以前、 
複数年度事業は平成３０年２月２８日以前の 
日付を入力してください。 

2 

［３］３．実施計画書 

計画している事業のスケジュールを記入してください。 



３－５ 「４．資金調達計画」 

      枠は必ず入力していることを確認して
ください。 
エクセルシート上、入力が必要な欄は    で
表示されます。入力すると白に変わります。 

4/4 16:30時点 
画像差替え 

４．資金調達計画

（１） 資金調達計画

（注） 単年度申請は平成２９年度に、複数年度申請は平成２９年度、３０年度、３１年度に記入

（２） 補助事業に要する経費 　

延床面積 ｍ²

（３） 他の補助金に関する事項

（４） ＥＳＣＯ／リース／割賦等の契約予定

4,000.00

平成３０年度 平成３１年度 合計

補助金申請額 122,332,933 0 0 122,332,933

年度別 平成２９年度

（○○○銀行）

合計 229,701,403 0 0 229,701,403

自己資金 102,368,470 0 0 102,368,470

借入金
5,000,000 0 0 5,000,000

設備費 123,770,063 30,943 110,868,060

工事費 102,431,340 25,608 70,331,340

項　　　目 事業全体に要する経費(円） 単価（円/㎡） 補助対象経費(円）

設計費 3,500,000 875 2,300,000

他の補助金名
平成２３年度○○○○○○○○○○○○○○○○補助金
平成２９年度××××××××××××××××補助金

その他実施上の
留意事項

（例）平成２３年度○○○○○○○○○○○○○○○○補助金を既に受けているが、申請にあたって
設備の一部を撤去する必要がある。

ＥＳＣＯ なし

合計 229,701,403 57,425 164,237,200

他の補助金の有無 あり

リース なし

割賦 なし

1 

3 

4 

5 

6 
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2 

隙間用 

ここまで 

「７．概略予算書（まとめ）」（本手引書Ｐ．２４）
の入力が自動反映されます。 

1 

合計金額が各事業年度の補助事業に要する
経費と整合がとれるよう入力してください。 

2 

「７．概略予算書（まとめ）」（本手引書Ｐ．２４）
の入力が自動反映されます。 

3 

「２．システム提案概要（１）」（本手引書Ｐ．１９）
の入力が自動反映されます。 

4 

【他の補助金の有無】 
・有無をプルダウンから選択してください。 
・「あり」を選択した場合、以下の情報も併せて
入力してください。 

【他の補助金名】 
・他の補助金を利用する予定、または利用して
いる場合、その補助金名を正確に入力してく
ださい。 

【その他実施上の留意事項】 
・補助金利用に際して留意事項がある場合は
入力してください。 

５ 

【ＥＳＣＯ/リース/割賦】 
・有無をプルダウンから選択してください。 

6 

［３］３．実施計画書 



「２．システム提案概要（１）」（本手引書Ｐ．１９）
の入力が自動反映されます。 

３－６ 「５．事業予定」 「６．補助事業実施体制」 

      枠は必ず入力していることを確認して
ください。 
エクセルシート上、入力が必要な欄は    で
表示されます。入力すると白に変わります。 

隙間用 

4/4 16:30時点 
画像差替え 

５．　事業予定

年 月 日 年 月 日

年 月 日 年 月 日

年 月 日 年 月 日

〒 -

〒 -

〒 -

６．補助事業実施体制

補助事業者

ＺＥＢプランナー

（注） ・ 組織図等で事業体制を示す。

・ 申請者が複数の場合は、申請者間の関係がわかるようにする。

・ ＥＳＣＯ事業及びリース事業の場合は、申請者間の関係にその旨を明記する。

・ ＺＥＢプランナーが関与する場合、その関係がわかるようにする。

・ プロポーザルコンペ事業・ＰＦＩ事業の場合は、その事業体制を示す。

××　×× 施設グループ長　○○　○○

株式会社○○○プラン

代表取締役　○○　○○○

担当

省エネ対策課

○○　○○

×××部 経営管理部 △△△グループ

部長　××　×× 部長　○○　○○ △△　△△△

補助事業担当者 補助事業主担当者

×××部×××課 経営管理部施設課

株式会社××× ○○契約 ○○○株式会社 △△△株式会社

代表取締役　西部　進 代表取締役　環境　太郎 代表取締役　共創　梅子

統括 統括 補助事業担当者

建築工事契約 平成 ２９ ６ １９ 補助対象工事契約 平成 ２９ ８ ２６

３１

竣工 平成 ３０ ３ ２３ 最終年度完了日 平成 ３０ １ ３１

着工 平成 ２９ ６ ２６ 当該年度完了日 平成 ３０ １

設
計
者

法人名称 株式会社○○○設計事務所 代表者名 ○○　○○ 事業 内容

建
築
工
事

施
工
者

法人名称 ×××株式会社 代表者名 ××　×× 事業 内容

設計

住所
104 0000 都道府県 東京都 市区町村 中央区

○○一丁目○番○号

施工

住所
104 0000 都道府県 東京都 市区町村 中央区

××一丁目×番×号

登録申請中ＺＥＢプランナー 関与 必須
法人
名称

株式会社○○○プラン
登録
番号

コンサルティング

住所
104 0000 都道府県 東京都 市区町村 中央区

△△一丁目△番△号

コ
ン
サ
ル
タ

ン
ト

法人名称 株式会社△△ 代表者名 △△　△△△ 事業 内容

1 

2 

3 

4 
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下記の点に注意して作成してください。 
・組織図等で事業体制を示してください。 
・建物所有者・土地所有者・設備所有者も 
 記載してください。 
・共同申請の場合、申請者間の関係を 
 明記してください。 
・ＺＥＢプランナーが関与する場合は、 
 その関係がわかるようにして作成してください。 
・プロポーザルコンペ事業・ＰＦＩ事業の場合は、 
 その事業体制を示してください。 

４ 

該当する場合に入力してください。 

【法人名/代表者名/事業内容】 
・略称等を使用せずに全角で入力してください。 
・パソコン入力時に旧字で変換できない場合、
代替の新字体で入力してください。 

【住所】 
・郵便番号と整合のとれる正しい名称で 
入力してください。 

・略称等を使用せずに全角で入力してください。 
・住所が地方政令都市にある場合、市を「市区
町村」に、区以降を下段に入力してください。 

・住所が郡にある場合、郡を「市区町村」に、町
名以降を下段に入力してください。 

・パソコン入力時に旧字で変換できない場合、
代替の新字体で入力してください。 

【郵便番号】 
・半角数字で入力してください。 

２ 

３ 

事業予定を半角数字で入力してください。 
当該年度完了日と最終年度完了日は、 
（本手引書Ｐ．２１の  、  ）の入力が自動反
映されます。 

1 

１ ２ 

［３］３．実施計画書 



３－７ 「７．概略予算書（まとめ）」 

他の書類との整合を確認してください。 

隙間用 

4/4 16:30時点 
画像差替え 

７．概略予算書（まとめ）

　

概略予算書（全体）

蓄電システムの補助対象経費（全体）

補助対象経費（全体）に対する蓄電システムの割合

※蓄電システムは補助対象経費（全体）の２０％以下とすること

概略予算書（１年目）

※複数年度事業の場合、初年度の補助対象経費は、全事業年度の補助対象経費の総額の１／３以上とすること。

概略予算書（２年目）

概略予算書（３年目）

工事費 0 0 0

設計費 0 0 0

設備費 0

補助事業に要する経費 補助対象経費 補助対象外経費

0 0

合計 0 0 0 0

補助金の額

0

0

補助金額

補助金の額補助事業に要する経費

設計費 0 0 0 0

設備費 0 0 0 0

合計 0

100.00%

設備費 123,770,063 110,868,060 12,902,003 73,912,040

0

補助対象経費（全体）に対する補助対象経費（１年目）の割合

123,770,063 110,868,060 12,902,003 73,912,040

工事費 102,431,340 70,331,340 32,100,000

補助事業に要する経費 補助対象経費 補助対象外経費

補助対象外経費補助対象経費

0

2,300,000 1,200,000

0

工事費 0 0 0 0

0

46,887,560

合計 229,701,403 183,499,400 46,202,003 122,332,933

設計費 3,500,000

工事費 102,431,340 70,331,340 32,100,000 46,887,560

9,174,970

5.00%

1,533,333

補助事業に要する経費 補助対象経費 補助対象外経費 補助金の額

合計 229,701,403 183,499,400 46,202,003 122,332,933

設計費 3,500,000 2,300,000 1,200,000 1,533,333

設備費

1 

2 

3 

4 

5 

6 
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「７．概略予算書（全体）」（本手引書Ｐ．２５）の
入力が自動反映されます。 

1 

「７．概略予算書（１年目）」の入力が自動反映
されます。 

3 

・蓄電システムの補助対象経費（全体）を 
 入力してください。 
・補助対象経費（全体）に対する蓄電システ 
 ムの割合は、自動計算されます。 

2 

本様式の入力が自動計算されます。 

４ 

「７．概略予算書（２年目）」の入力が自動反映
されます。 

５ 

「７．概略予算書（３年目）」の入力が自動反映
されます。 

６ 

      枠は必ず入力していることを確認して
ください。 
エクセルシート上、入力が必要な欄は    で
表示されます。入力すると白に変わります。 

◆このシート「７．概略予算書（まとめ）」内の〈補助事業に要する経費〉 〈補助対象経費〉〈補助対象外経費〉の金額は、  

   「７．概略予算書（全体），（１年目），（２年目），（３年目）」各シートの合計欄から数式でリンクされています。 

◆数式のリンクによって不都合が生じる場合は、シートの保護を解除して直接金額を入力してください。 

   その際は、必ず各概略予算書の金額と整合をとってください。 

［３］３．実施計画書 



隙間用 

4/4 16:30時点 
画像差替え 

７．概略予算書（全体）

 備考

名称 型式

数量 金額 数量 金額 数量 金額

（集計）

Ⅰ．設計費 合計 式 1 3,500 ,000 1 2 ,300 ,000 1 1 ,200 ,000

Ⅱ．設備費

空調 1.高効率機器　空調機の導入 式 1 17,065,000 1 17,065,000 0 0

照明 2.高効率機器　照明設備の導入 式 1 7,992,900 1 7,992,900 0 0

BEMS 3.BEMSの導入 式 1 1,810,160 1 1,810,160 0 0

○○ 4.○○○○○の導入 式 1 XX,XXX,XXX 1 XX,XXX,XXX 1 XX,XXX,XXX

○○ 5.○○○○○の導入 式 1 XX,XXX,XXX 1 XX,XXX,XXX 1 XX,XXX,XXX

○○ 6.○○○○○の導入 式 1 XX,XXX,XXX 1 XX,XXX,XXX 1 XX,XXX,XXX

○○ 7.○○○○○の導入 式 1 XX,XXX,XXX 1 XX,XXX,XXX 1 XX,XXX,XXX

○○ 8.○○○○○の導入 式 1 XX,XXX,XXX 1 XX,XXX,XXX 1 XX,XXX,XXX

○○ 9.○○○○○の導入 式 1 XX,XXX,XXX 1 XX,XXX,XXX 1 XX,XXX,XXX

設備費　 小計 123 ,770 ,063 110 ,868 ,060 12 ,902 ,003

設備費　 合計 123 ,770 ,063 110 ,868 ,060 12 ,902 ,003

Ⅲ．工事費

空調 1.高効率機器　空調機の導入 式 1 8,149,340 1 6,399,340 1 1,750,000

照明 2.高効率機器　照明設備の導入 式 1 3,657,000 1 3,307,000 1 350,000

BEMS 3.BEMSの導入 式 1 625,000 1 625,000 0 0

○○ 4.○○○○○の導入 式 1 XX,XXX,XXX 1 XX,XXX,XXX 1 XX,XXX,XXX

○○ 5.○○○○○の導入 式 1 XX,XXX,XXX 1 XX,XXX,XXX 1 XX,XXX,XXX

○○ 6.○○○○○の導入 式 1 XX,XXX,XXX 1 XX,XXX,XXX 1 XX,XXX,XXX

○○ 7.○○○○○の導入 式 1 XX,XXX,XXX 1 XX,XXX,XXX 1 XX,XXX,XXX

○○ 8.○○○○○の導入 式 1 XX,XXX,XXX 1 XX,XXX,XXX 1 XX,XXX,XXX

○○ 9.○○○○○の導入 式 1 XX,XXX,XXX 1 XX,XXX,XXX 1 XX,XXX,XXX

工事費　 小計 102 ,431 ,340 70 ,331 ,340 32 ,100 ,000

工事費　 合計 102 ,431 ,340 70 ,331 ,340 32 ,100 ,000

総合計 229 ,701 ,403 183 ,499 ,400 46 ,202 ,003

設備・工事費（Ⅱ＋Ⅲ）

空調 1.高効率機器　空調機の導入 式 1 25,214,340 1 23,464,340 1 1,750,000

照明 2.高効率機器　照明設備の導入 式 1 11,649,900 1 11,299,900 1 350,000

BEMS 3.BEMSの導入 式 1 2,435,160 1 2,435,160 0 0

○○ 4.○○○○○の導入 式 1 XX,XXX,XXX 1 XX,XXX,XXX 1 XX,XXX,XXX

○○ 5.○○○○○の導入 式 1 XX,XXX,XXX 1 XX,XXX,XXX 1 XX,XXX,XXX

○○ 6.○○○○○の導入 式 1 XX,XXX,XXX 1 XX,XXX,XXX 1 XX,XXX,XXX

○○ 7.○○○○○の導入 式 1 XX,XXX,XXX 1 XX,XXX,XXX 1 XX,XXX,XXX

○○ 8.○○○○○の導入 式 1 XX,XXX,XXX 1 XX,XXX,XXX 1 XX,XXX,XXX

○○ 9.○○○○○の導入 式 1 XX,XXX,XXX 1 XX,XXX,XXX 1 XX,XXX,XXX

0 0 0

設備・工事費　 小計 226 ,201 ,403 181 ,199 ,400 45 ,002 ,003

設備・工事費　 合計 226 ,201 ,403 181 ,199 ,400 45 ,002 ,003

経費
区分

単位

交付申請時

単価
補助事業に要する経費 補助対象経費 補助対象外経費

1 

2 

3 4 
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３－８ 「７．概略予算書（全体）（１年目）（２年目）（３年目） （集計）」 

複数年度の場合は、（全体）に加えて、各年度ごとの概算予算書を作成してください。項目が複数ある場合は、複数枚にな
ります。金額は全て税抜で入力し、小数点以下切り捨てで入力してください。 

単年度事業の場合は（全体）のみ入力してくだ
さい。 
複数年度事業の場合、（全体）のほかに各年度
ごとの概略予算書を入力してください。 

1 

本様式の「概略予算書（全体）（１年目）（２年
目）（３年目） （内訳）Ⅰ設計費合計」（本手
引書Ｐ．２６の   ）の入力が自動反映されま
す。 

2 

1 

Ⅱ．設計費、Ⅲ．工事費、設備・工事費（Ⅱ
＋Ⅲ）は全て同一の項目を入力してください。 

【経費区分】 
プルダウンから選択してください。 
（断熱・空調・換気・照明・給湯・冷蔵/冷凍・
ＢＥＭＳ・創エネ・蓄電システム・電源・コージェ
ネ・その他を選択） 

【名称】 
導入する設備名を１から順に付番をして、 
設備用途ごとに明確に分けて入力してください。 
また、共通費目（仮設費・養生費等）は、各設
備ごとに振り分けてください。 

【単位】 
入力した「名称」に合う単位を入力してください。 

【単価】 
入力不要です。 

３ 

「７．概略予算書（全体）（１年目）（２年目）（３
年目） （内訳）」（本手引書Ｐ．２６）で入力し
た各項目の小計が自動反映されます。 
設備費のみの場合は、工事費の金額欄に
「０」を入力してください。 

４ 

本様式のⅡ．設計費とⅢ．工事費の   の合
計が自動計算されます。 

６ 
４ 

５ 

６ 

3 4 

５ 

本様式のⅡ．設計費とⅢ．工事費の各合計
が自動計算されます。 

５ 

3 

      枠は必ず入力していることを確認して
ください。 

◆単年度事業の場合は（全体）シートのみ作成してください。 

◆２度事業の場合は（全体）シートと（１年目），（２年目）を作成して 

   ください。 

◆３度事業の場合は（全体）シートと（１年目），（２年目），（３年目）を 

   作成してください。 

◆集計表の合計金額は「７．概略予算書（まとめ）」シートのリンク元に 

   なっているため、行の挿入や削除等の編集の際はご注意ください。 

◆作成の都合でリンクを気にせず作成する場合は、「７．概略予算書 

    （まとめ）」シートの金額と必ず整合をとってください。 

［３］３．実施計画書 

Ａ４ 
カラー 



隙間用 

4/4 16:30時点 
画像差替え 
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３－９ 「７．概略予算書（全体）（１年目）（２年目）（３年目） （内訳）」 

複数年度の場合は、（全体）に加えて、各年度ごとの概算予算書を作成してください。項目が複数ある場合は、複数枚にな
ります。金額は全て税抜で入力し、小数点以下切り捨てで入力してください。 

「７．概略予算書（全体）（集計）」（本手引書Ｐ．
２５）のⅠ．設計費の内訳を入力してください。 

【経費区分】 
プルダウンから選択してください。 

【名称】 
導入する設備名を１から順に付番をして、 
入力してください。 

【単位】 
入力した「名称」にあう単位を入力してください。 

【単価】 
半角数字で入力してください。 

【補助事業に要する経費/数量】 
半角数字で入力してください。 

【補助事業に要する経費/金額】 
自動計算されます。 

【補助対象経費/数量】 
半角数字で入力してください。 

【補助対象経費/金額】 
自動計算されます。 

【補助対象外経費/数量】 
半角数字で入力してください。 

【補助対象外経費/金額】 
自動計算されます。 

【項目 合計】 
自動計算されます。 
 
 

1 
 備考

名称 型式

数量 金額 数量 金額 数量 金額

（内訳）

Ⅰ．設計費

設計 1.設計（直接人件）費 人工 24,000 75 1,800,000 75 1,800,000 0 0

設計 2.設計経費 式 900,000 1 900,000 0 0 1 900,000

設計 3.技術料等経費 式 300,000 1 300,000 0 0 1 300,000

設計 4.追加業務（省エネ評価等）費用 式 500,000 1 500,000 1 500,000 0

項目　 合計 3,500,000 2,300,000 1,200,000

（内訳）

Ⅱ．設備費　　Ⅲ．工事費

1.高効率機器　空調機の導入 ※型式の解るものは記入

設備 インバータ室外機 AAA000XXX 台 345,000 27 9,315,000 27 9,315,000 0 0

設備 天吊形室内機 AAA001XXX 台 175,000 27 4,725,000 27 4,725,000 0 0

設備 リモコン AAA002XXX 台 22,000 27 594,000 27 594,000 0 0

設備 インバータ室外機 AAA003XXX 台 326,000 2 652,000 2 652,000 0 0

設備 天吊形室内機 AAA004XXX 台 172,000 2 344,000 2 344,000 0 0

設備 リモコン AAA005XXX 台 22,000 2 44,000 2 44,000 0 0

設備 インバータ室外機 AAA006XXX 台 294,000 1 294,000 1 294,000 0 0

設備 天吊形室内機 AAA007XXX 台 165,000 1 165,000 1 165,000 0 0

設備 リモコン AAA008XXX 台 22,000 1 22,000 1 22,000 0 0

設備 ON/OFFリモコン AAA009XXX 台 50,000 2 100,000 2 100,000 0 0

設備 伝送線用給電ユニット AAA010XXX 台 50,000 2 100,000 2 100,000 0 0

設備 接続用アダプタ AAA011XXX 台 13,000 30 390,000 30 390,000 0 0

設備 室外機 BBB012XXX 台 128,000 1 128,000 1 128,000 0 0

設備 室内機 BBB013XXX 台 192,000 1 192,000 1 192,000 0 0

工事 冷媒配管ペアタイプ ｍ 930 300 279,000 300 279,000 0 0

工事 同上継手類 式 8,000 1 8,000 1 8,000 0 0

工事 ドレン配管（VP-20) ｍ 390 270 105,300 270 105,300 0 0

工事 同上継手類 式 31,590 1 31,590 1 31,590 0 0

工事 支持金物類 個 770 285 219,450 285 219,450 0 0

工事 渡り配線他 ｍ 320 300 96,000 300 96,000 0 0

工事 雑材消耗費 式 50,000 1 50,000 1 50,000 0 0

工事 冷媒配管施工費 式 600,000 1 600,000 1 600,000 0 0

工事 既存空調機及び既存撤去費 式 400,000 1 400,000 0 0 1 400,000

工事 ドレン配管施工費 式 450,000 1 450,000 1 450,000 0 0

工事 室内機据付工事（天吊り形） 台 35,000 30 1,050,000 30 1,050,000 0 0

工事 室内機据付工事（6HP以下） 台 10,000 30 300,000 30 300,000 0 0

工事 室外機縁石アン留め 台 8,000 30 240,000 30 240,000 0 0

工事 制御リモコン取付工費 台 10,000 30 300,000 30 300,000 0 0

工事 ガス回収破壊費 台 25,000 30 750,000 0 0 30 750,000

工事 雑工費 式 100,000 1 100,000 1 100,000 0 0

工事 機器及び資材搬入費 式 150,000 1 150,000 1 150,000 0 0

工事 試運転調整費 式 250,000 1 250,000 1 250,000 0 0

工事 諸経費 式 400,000 1 400,000 0 0 1 400,000

工事 アドレス設定 式 120,000 1 120,000 1 120,000 0 0

工事 集中管理配線工事 式 350,000 1 350,000 1 350,000 0 0

工事 リモコン配線工事 式 450,000 1 450,000 1 450,000 0 0

工事 遠隔操作設定費 式 150,000 1 150,000 1 150,000 0 0

工事 養生費（補助対象） 式 150,000 1 150,000 1 150,000 0 0

工事 養生費（補助対象外） 式 50,000 2 100,000 0 0 2 100,000

工事 天井補修費 ヶ所 15,000 30 450,000 30 450,000 0 0

工事 仮設足場費（補助対象） 式 400,000 1 400,000 1 400,000 0 0

工事 仮設足場費（補助対象外） 式 100,000 1 100,000 0 0 1 100,000

工事 ルームエアコン取付工費 式 100,000 1 100,000 1 100,000 0 0

設備費　 小計 17,065 ,000 17 ,065 ,000 0

工事費　 小計 8,149 ,340 6 ,399 ,340 1 ,750 ,000

項目　 合計 25,214 ,340 23 ,464 ,340 1 ,750 ,000

経費
区分

単位

交付申請時

単価
補助事業に要する経費 補助対象経費 補助対象外経費

1 

 備考

名称 型式

数量 金額 数量 金額 数量 金額

（内訳）

Ⅰ．設計費

設計 1.設計（直接人件）費 人工 24,000 75 1,800,000 75 1,800,000 0 0

設計 2.設計経費 式 900,000 1 900,000 0 0 1 900,000

設計 3.技術料等経費 式 300,000 1 300,000 0 0 1 300,000

設計 4.追加業務（省エネ評価等）費用 式 500,000 1 500,000 1 500,000 0

項目　 合計 3,500,000 2,300,000 1,200,000

（内訳）

Ⅱ．設備費　　Ⅲ．工事費

1.高効率機器　空調機の導入 ※型式の解るものは記入

設備 インバータ室外機 AAA000XXX 台 345,000 27 9,315,000 27 9,315,000 0 0

設備 天吊形室内機 AAA001XXX 台 175,000 27 4,725,000 27 4,725,000 0 0

設備 リモコン AAA002XXX 台 22,000 27 594,000 27 594,000 0 0

設備 インバータ室外機 AAA003XXX 台 326,000 2 652,000 2 652,000 0 0

設備 天吊形室内機 AAA004XXX 台 172,000 2 344,000 2 344,000 0 0

設備 リモコン AAA005XXX 台 22,000 2 44,000 2 44,000 0 0

設備 インバータ室外機 AAA006XXX 台 294,000 1 294,000 1 294,000 0 0

設備 天吊形室内機 AAA007XXX 台 165,000 1 165,000 1 165,000 0 0

設備 リモコン AAA008XXX 台 22,000 1 22,000 1 22,000 0 0

設備 ON/OFFリモコン AAA009XXX 台 50,000 2 100,000 2 100,000 0 0

設備 伝送線用給電ユニット AAA010XXX 台 50,000 2 100,000 2 100,000 0 0

設備 接続用アダプタ AAA011XXX 台 13,000 30 390,000 30 390,000 0 0

設備 室外機 BBB012XXX 台 128,000 1 128,000 1 128,000 0 0

設備 室内機 BBB013XXX 台 192,000 1 192,000 1 192,000 0 0

工事 冷媒配管ペアタイプ ｍ 930 300 279,000 300 279,000 0 0

工事 同上継手類 式 8,000 1 8,000 1 8,000 0 0

工事 ドレン配管（VP-20) ｍ 390 270 105,300 270 105,300 0 0

工事 同上継手類 式 31,590 1 31,590 1 31,590 0 0

工事 支持金物類 個 770 285 219,450 285 219,450 0 0

工事 渡り配線他 ｍ 320 300 96,000 300 96,000 0 0

工事 雑材消耗費 式 50,000 1 50,000 1 50,000 0 0

工事 冷媒配管施工費 式 600,000 1 600,000 1 600,000 0 0

工事 既存空調機及び既存撤去費 式 400,000 1 400,000 0 0 1 400,000

工事 ドレン配管施工費 式 450,000 1 450,000 1 450,000 0 0

工事 室内機据付工事（天吊り形） 台 35,000 30 1,050,000 30 1,050,000 0 0

工事 室内機据付工事（6HP以下） 台 10,000 30 300,000 30 300,000 0 0

工事 室外機縁石アン留め 台 8,000 30 240,000 30 240,000 0 0

工事 制御リモコン取付工費 台 10,000 30 300,000 30 300,000 0 0

工事 ガス回収破壊費 台 25,000 30 750,000 0 0 30 750,000

工事 雑工費 式 100,000 1 100,000 1 100,000 0 0

工事 機器及び資材搬入費 式 150,000 1 150,000 1 150,000 0 0

工事 試運転調整費 式 250,000 1 250,000 1 250,000 0 0

工事 諸経費 式 400,000 1 400,000 0 0 1 400,000

工事 アドレス設定 式 120,000 1 120,000 1 120,000 0 0

工事 集中管理配線工事 式 350,000 1 350,000 1 350,000 0 0

工事 リモコン配線工事 式 450,000 1 450,000 1 450,000 0 0

工事 遠隔操作設定費 式 150,000 1 150,000 1 150,000 0 0

工事 養生費（補助対象） 式 150,000 1 150,000 1 150,000 0 0

工事 養生費（補助対象外） 式 50,000 2 100,000 0 0 2 100,000

工事 天井補修費 ヶ所 15,000 30 450,000 30 450,000 0 0

工事 仮設足場費（補助対象） 式 400,000 1 400,000 1 400,000 0 0

工事 仮設足場費（補助対象外） 式 100,000 1 100,000 0 0 1 100,000

工事 ルームエアコン取付工費 式 100,000 1 100,000 1 100,000 0 0

設備費　 小計 17,065 ,000 17 ,065 ,000 0

工事費　 小計 8,149 ,340 6 ,399 ,340 1 ,750 ,000

項目　 合計 25,214 ,340 23 ,464 ,340 1 ,750 ,000

経費
区分

単位

交付申請時

単価
補助事業に要する経費 補助対象経費 補助対象外経費

1 

 備考

名称 型式

数量 金額 数量 金額 数量 金額

（内訳）

Ⅰ．設計費

設計 1.設計（直接人件）費 人工 24,000 75 1,800,000 75 1,800,000 0 0

設計 2.設計経費 式 900,000 1 900,000 0 0 1 900,000

設計 3.技術料等経費 式 300,000 1 300,000 0 0 1 300,000

設計 4.追加業務（省エネ評価等）費用 式 500,000 1 500,000 1 500,000 0

項目　 合計 3,500,000 2,300,000 1,200,000

（内訳）

Ⅱ．設備費　　Ⅲ．工事費

1.高効率機器　空調機の導入 ※型式の解るものは記入

設備 インバータ室外機 AAA000XXX 台 345,000 27 9,315,000 27 9,315,000 0 0

設備 天吊形室内機 AAA001XXX 台 175,000 27 4,725,000 27 4,725,000 0 0

設備 リモコン AAA002XXX 台 22,000 27 594,000 27 594,000 0 0

設備 インバータ室外機 AAA003XXX 台 326,000 2 652,000 2 652,000 0 0

設備 天吊形室内機 AAA004XXX 台 172,000 2 344,000 2 344,000 0 0

設備 リモコン AAA005XXX 台 22,000 2 44,000 2 44,000 0 0

設備 インバータ室外機 AAA006XXX 台 294,000 1 294,000 1 294,000 0 0

設備 天吊形室内機 AAA007XXX 台 165,000 1 165,000 1 165,000 0 0

設備 リモコン AAA008XXX 台 22,000 1 22,000 1 22,000 0 0

設備 ON/OFFリモコン AAA009XXX 台 50,000 2 100,000 2 100,000 0 0

設備 伝送線用給電ユニット AAA010XXX 台 50,000 2 100,000 2 100,000 0 0

設備 接続用アダプタ AAA011XXX 台 13,000 30 390,000 30 390,000 0 0

設備 室外機 BBB012XXX 台 128,000 1 128,000 1 128,000 0 0

設備 室内機 BBB013XXX 台 192,000 1 192,000 1 192,000 0 0

工事 冷媒配管ペアタイプ ｍ 930 300 279,000 300 279,000 0 0

工事 同上継手類 式 8,000 1 8,000 1 8,000 0 0

工事 ドレン配管（VP-20) ｍ 390 270 105,300 270 105,300 0 0

工事 同上継手類 式 31,590 1 31,590 1 31,590 0 0

工事 支持金物類 個 770 285 219,450 285 219,450 0 0

工事 渡り配線他 ｍ 320 300 96,000 300 96,000 0 0

工事 雑材消耗費 式 50,000 1 50,000 1 50,000 0 0

工事 冷媒配管施工費 式 600,000 1 600,000 1 600,000 0 0

工事 既存空調機及び既存撤去費 式 400,000 1 400,000 0 0 1 400,000

工事 ドレン配管施工費 式 450,000 1 450,000 1 450,000 0 0

工事 室内機据付工事（天吊り形） 台 35,000 30 1,050,000 30 1,050,000 0 0

工事 室内機据付工事（6HP以下） 台 10,000 30 300,000 30 300,000 0 0

工事 室外機縁石アン留め 台 8,000 30 240,000 30 240,000 0 0

工事 制御リモコン取付工費 台 10,000 30 300,000 30 300,000 0 0

工事 ガス回収破壊費 台 25,000 30 750,000 0 0 30 750,000

工事 雑工費 式 100,000 1 100,000 1 100,000 0 0

工事 機器及び資材搬入費 式 150,000 1 150,000 1 150,000 0 0

工事 試運転調整費 式 250,000 1 250,000 1 250,000 0 0

工事 諸経費 式 400,000 1 400,000 0 0 1 400,000

工事 アドレス設定 式 120,000 1 120,000 1 120,000 0 0

工事 集中管理配線工事 式 350,000 1 350,000 1 350,000 0 0

工事 リモコン配線工事 式 450,000 1 450,000 1 450,000 0 0

工事 遠隔操作設定費 式 150,000 1 150,000 1 150,000 0 0

工事 養生費（補助対象） 式 150,000 1 150,000 1 150,000 0 0

工事 養生費（補助対象外） 式 50,000 2 100,000 0 0 2 100,000

工事 天井補修費 ヶ所 15,000 30 450,000 30 450,000 0 0

工事 仮設足場費（補助対象） 式 400,000 1 400,000 1 400,000 0 0

工事 仮設足場費（補助対象外） 式 100,000 1 100,000 0 0 1 100,000

工事 ルームエアコン取付工費 式 100,000 1 100,000 1 100,000 0 0

設備費　 小計 17,065 ,000 17 ,065 ,000 0

工事費　 小計 8,149 ,340 6 ,399 ,340 1 ,750 ,000

項目　 合計 25,214 ,340 23 ,464 ,340 1 ,750 ,000

経費
区分

単位

交付申請時

単価
補助事業に要する経費 補助対象経費 補助対象外経費

1 

２ 

「７．概略予算書（全体）（集計）」の名称（本手引書Ｐ．２５の   ）ごとのⅡ．設計費とⅢ．工事費の内訳を入力してください。 
「７．概略予算書（全体）（集計）」の名称（本手引書Ｐ．２５の   ）名称を各内訳の１行目に入力してください。 
各内訳ごとの小計と合計は自動計算されます。 
各項目Ⅰ．設計費と同様に入力してください。 
 

２ 

３ 

３ 

      枠は必ず入力していることを確認して
ください。 

Ａ４ 
カラー 

［３］３．実施計画書 



３－１０ 「参考見積書」 

自由書式  

「７．概略予算書（全体）（１年目）（２年目）
（３年目） （集計）/（内訳）」に示した項目を
確認できる参考見積書を添付してください。 

1 隙間用 

27  

1 

［３］３．実施計画書 



３－１１ 「（別添１）システム概念図」 

隙間用 

4/4 16:30時点 
画像差替え 

（別添1）

導入前

導入後

・補助対象は赤でマーキングし、省エネシステムのほかにシステム制御技術についても記入する。

・既存システムのままの場合には、「導入前」に記入し、「導入後」は記入しない。

・新築は、「導入後」欄を拡大して記入する。

システム概念図

システム名： 高効率熱源システム

（注）

炉筒円管ボイラー 吸収式冷温水発生機チリングユニット

小型貫流ボイラー（潜熱回収型）

台数制御

コントローラ

インバータ付きターボ冷凍機 モジュールチラー

熱源最適化

コントローラ

台数制御

コントローラ

BEMS

（別添1）

導入前

導入後

・補助対象は赤でマーキングし、省エネシステムのほかにシステム制御技術についても記入する。

・既存システムのままの場合には、「導入前」に記入し、「導入後」は記入しない。

・新築は、「導入後」欄を拡大して記入する。

システム概念図

システム名： 高効率熱源システム

（注）

炉筒円管ボイラー 吸収式冷温水発生機チリングユニット

小型貫流ボイラー（潜熱回収型）

台数制御

コントローラ

インバータ付きターボ冷凍機 モジュールチラー

熱源最適化

コントローラ

台数制御

コントローラ

BEMS

（別添1）

高性能熱源機

（注） ・ 補助対象は赤でマーキングし、省エネシステムのほかにシステム制御技術についても記入する。

・ 既存システムのままの場合には、「導入前」に記入し、「導入後」は記入しない。

・ 新設のシステムは「導入前」を削除し、「導入後」欄を拡大して記入する。

システム名：

導入前

導入後

システム概念図

1 

2 

3 
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様式の注釈をよく読み、作成してください。 

システムごとに作成してください。 

システム名を入力してください。 

1 

補助対象設備には、年度ごとに色分けしたマー
キングをしてください。 
・１年目（単年度）：赤 
・２年目：青 
・３年目：緑 

3 

新築や新規導入する設備の場合は、導入前
は入力不要です。 
「導入後」欄を拡げて記入してください。 

2 

      枠は必ず入力していることを確認して
ください。 
エクセルシート上、入力が必要な欄は    で
表示されます。入力すると白に変わります。 

［３］３．実施計画書 

Ａ４ 
カラー 



３－１２ 「（別添２）エネルギー計量計画図」 

隙間用 

4/4 16:30時点 
画像差替え 

（別添２）

（注） ・ 熱源（冷凍機、ヒートポンプ、冷却塔等）、ポンプ、照明・コンセント等の計量区分ごとにエネルギー計算できること。

・ 効果測定ができる計量・計測を行う。

・ エネルギー計量は上記によるが、事業の状況に応じて実施内容を充実させる。

エネルギー計量計画図

（別添2） エネルギー計量計画図

・熱源（冷凍機、ヒートポンプ、冷却塔等）、ポンプ、照明・コンセント等の計量区分ごとに

　エネルギー計算できること

・効果測定ができる計量・計測を行う。

・エネルギー計量は上記によるが、事業の状況に応じて実施内容を充実させる。

冷温水機２

冷温水機１

厨房

水冷チラー

冷却塔１

冷却塔２

冷却水ﾎﾟﾝﾌﾟ１

冷却水ﾎﾟﾝﾌﾟ２

冷温水一次ﾎﾟﾝﾌﾟ１

冷温水一次ﾎﾟﾝﾌﾟ２

冷温水一次ﾎﾟﾝﾌﾟ３

冷水二次ﾎﾟﾝﾌﾟ

温水二次ﾎﾟﾝﾌﾟ

空調ファン

換気ファン

給排水ﾎﾟﾝﾌﾟ

昇降機

Ｍ

Ｍ

電気

GM-3

GM-2

Ｍ

WHM-1 WHM-2

WHM-8

WHM-15

Ｍ

WHM-17

CM-3

CM-2

Ｔ

TM-1

外気温

M

TM-5

TM-4

TM-7

TM-6

照明

コンセント

Ｍ

WHM-22

照明Ｍ

WHM-24

RＨ

H

HM-1

外気湿度

照明・コンセント

その他

ポンプ

熱源

TM-8

室内温度

HM-2

室内湿度

Ｍ

既設

新設

WHM-18

WHM-19

WHM-20

Ｍ

WHM-9

Ｍ

WHM-10

Ｍ

WHM-11

Ｍ

WHM-12

WHM-13

Ｍ

Ｍ

WHM-14

GM-4

Ｍ

WHM-16

RＨ

×10

×10

×5

×2

換気

空調

ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ給湯器

太陽熱温水器

Ｍ

WHM-21

CM-5

TM-12

TM-11

M

給湯

GM-1

Ｍ

WHM-3

M

CM-1 TM-3

TM-2

コージェネ

Ｔ

Ｍ

WHM-23

Ｍ

WHM-25

コンセント

ガス

Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

その他

コージェネWHM-4

WHM-5

WHM-6

WHM-7

WHM-29

自己消費

Ｍ

Ｍ

WHM：電力量

CM：熱量

GM：ガス量

（その他の発電も同じ計量区分方法にする）

冷水

温水

往還温度

往還温度

CM-4 TM-9

M

TM-10

共用部

各専有部

（テナント）

ＭＭ太陽光発電 自己消費

WHM-27

Ｍ

WHM-26

WHM-28

Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

・
・
・

Ｍ

昇降機

2 
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様式内の注釈をよく読み、作成してください。 

計量区分ごとに計量メーターの記述をしてくださ
い。 

1 

Ａ４ 
カラー 

［３］３．実施計画書 
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４． 「添付書類」 

申請書類名 様式 
必須● 
該当○ 

内容 

２１． 会社概要書 
自由
書式 

● 
「会社名」「代表者」「所在地」「組織図」が含まれる会社概要書を提出してくだ
さい。パンフレット・ホームページ等でも可能です。 
共同申請の場合は申請者全員分を提出してください。 

２２． 商業登記簿謄本 
 (履歴事項全部証明書) 

原本 ● 

申請日から３カ月以内に発行された履歴事項全部証明書の原本を提出してく
ださい。 
共同申請の場合は申請者全員分を提出してください。 
個人の場合は３カ月以内に発行の「印鑑登録証明書」の原本を提出してくださ
い。 

２３． 事業実績 
 （財務諸表・決算短信等） 

写し ● 

直近３年分の財務諸表(上場企業は期末の決算短信)の写しを提出してください。 

共同申請の場合は申請者全員分を提出してください。 

個人の場合、直近３年分の「確定申告書の写し」を提出してください。 

２４． 建物登記簿謄本 原本 ● 申請日から３カ月以内に発行された建物登記簿謄本の原本を提出してください。 

２５． 確認済証 写し ○ 
新築で登録申請時に建物登記簿謄本が提出できない場合は「確認済証」の
写しを提出してください。 

２６． 土地登記簿謄本 原本 ● 申請日から3カ月以内に発行された土地登記簿謄本の原本を提出してください。 

２７． 土地賃貸契約書 写し ○ 土地が賃貸の場合は土地賃貸契約書の写しを提出してください。 

２８． ＥＳＣＯ契約書（案） 自由
書式 

○ ＥＳＣＯ利用で申請する場合は提出してください。 
２９． ＥＳＣＯ料計算書 

３０． リース契約書 (案) 
自由
書式 

○ リース等利用で申請する場合は提出してください。 
３１． リース料計算書 

３２． 割賦契約書（案） 自由
書式 

○ 割賦利用で申請する場合は提出してください。 
３３． 割賦料計算書 

３４． 建物図面 
自由
書式 

● 
公募要領P．４３「提出書類チェックシート４／４」の該当項目を確認の上、提出
してください。 

３５． 設計図 
（外皮／空調／換気／照明／給湯 
／太陽光発電／コージェネレーショ
ン／ＢＥＭＳ／その他） 

自由
書式 

● 設備工事ごとに編集しカラー印刷で提出してください。 
（例）空調設備・機器表・系統図・平面図 
   照明設備・機器表・平面図 

３６． その他機器表 ○ 

３７． Ｗｅｂ計算入力シート 指定 ● 
公募要領P．４３「提出書類チェックシート４／４」の該当項目を確認の上、提出
してください。 

３８． Ｗｅｂ計算結果 指定 ● 

３９． その他 
自由
書式 

○ その他、申請に必要な書類がある場合は提出してください。 

４０． ＣＤ－ＲＯＭ - ● 

必要事項を入力した「申請様式一式（H29ZEBエクセル様式.xlsx)」と 
「Ｗｅｂ計算入力シート」を保存して提出してください。 
※ ＣＤ－ＲＯＭには「Ｈ２９年度 ＺＥＢ化事業 交付申請書」、「申請者名」が分

かるように記載し、記録面が傷つかないようファイリングしてください。 
※ ポケットからＣＤ－ＲＯＭが落ちないように注意して格納し、送付してください。 
※ 申請者から届いたＣＤ－ＲＯＭが破損していた場合、再送付していただくこと

があります。 

［３］４．実施計画書 

Ａ３ 
カラー 



［４］申請書類の提出 

1. 申請書類のチェック 

公募要領P.３２「４－２ 申請書類ファイル体裁を参考に、必ず指定の方法でファイリングをしてください。 

2. ファイリング方法 

本手引書P.６「提出書類一覧」または公募要領P.３２「４－２ 申請書類ファイル体裁」を参照し、書類に入力漏れや押
印漏れ、内容の間違い、文字切れ、フォーマットが崩れていないか等の確認を行ってください。 

【
Ｈ 

年
度
】
Ｚ
Ｅ
Ｂ
プ
ラ
ン
ナ
ー
登
録
申
請
書 

●
●
●
●
株
式
会
社 
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固定式クリアポケットの 
ファイル（Ａ４）を使用して
ください。 

背表紙の上１/2程度のス
ペースを使用し、「【H２９
年度】ＺＥＢプランナー登
録申請書」と明記して 
ください。 

背表紙の下１/2程度の
スペースを使用し、 
申請者名（社名等）を
明記してください。 

原本の写しを控えとして
手元に必ず保管してくだ
さい。 

※ Ａ４版ファイル（2穴、ハードタイプ）を使用のこと。紙ファイル、リングファイル、袋ファイルは不可。 

「正」「副」2冊を作成し 
「正」をＳＩＩへ提出する 

･公募要領Ｐ．３３「４－４ 申請書類 
 リスト」を参考に、各書類の間に 
 中仕切りを付けてください。 
･「インデックス名」に準じて 
 インデックスを上下重ならないよう 
 に中仕切りに付けてください。 
･該当書類が不要な項目の 
 インデックスも必ず作成し、 
 インデックスの次に「該当なし」と 
 明記した用紙を綴じてください。 

【インデックスの付け方見本】 

③
実
施 

②
交
付
申
請
書 

①
チ
ェ
ッ
ク
シ
ー
ト 

31  

※申請書類一式の写し（コピー）を控えとして必ず手元に保管してください。 



3. 提出先 

32  

申請書類一式をファイリングしたら、ＳＩＩへ送付します。 

◆問い合わせ先 

一般社団法人 環境共創イニシアチブ 審査第二グループ 
ＺＥＢお問い合わせ窓口 

ＴＥＬ：０３－５５６５－４０６３ 
電話受付時間 １０：００～１２：００、１３：００～１７：００ 
（土曜、日曜、祝日、年末年始を除く） 

 
 
 

〒１０４-００６１ 
東京都中央区銀座２-１６-７ 恒産第３ビル７階 
一般社団法人 環境共創イニシアチブ 審査第二グループ ＺＥＢ担当宛 

 
 「交付申請書在中」 

※ 必ず朱書きで「交付申請書在中」 と封筒に記入してください。  

公募期間 
２０１７年４月１０日（月）～ 
２０１７年５月２６日（金） 

１７：００必着 

※申請者がＳＩＩに送付する申請書は「信書」に該当するものが含まれることから、郵便物・信書
便物以外の荷物扱いで発送できないので注意してください。 

※申請書の持込みは受理しませんので注意してください。 

※送付宛先には略称「ＳＩＩ」を使用しないでください。 

※ＳＩＩでは「申請書類が届いたか」等、申請書到着に関するお問い合わせへの対応はできかね
ますので、必ず各自で配送状況が確認できる手段（簡易書留等）で送付してください。 

発送の注意事項 




